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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　側面ポンプモノリシック固体レーザー（１）であって、
　長手軸線（Ｌ）を有するレーザー利得媒体（２）を含むレーザー共振器構造体（３）で
あって、直線状光路の共振キャビティを間に形成する端面（４）を備え、該端面（４）が
、該端面上に溶着された少なくとも部分反射のレーザーミラー（４ａ、４ｂ）、すなわち
一つの高反射反射器（４ａ）及び出力カプラ（４ｂ）を備え、前記レーザー利得媒体（２
）が、ポンプ源（５）のポンプ光（５ａ）を受け取る側面（２ａ）を備え、前記ポンプ光
（５ａ）がダイオードレーザー（５）によって発生せしめられる、レーザー共振器構造体
（３）と、
　伝導冷却体（６）と、
　前記長手軸線（Ｌ）に対して前記側面（２ａ）の反対側に配置された反射器（７）と
を備える側面ポンプモノリシック固体レーザー（１）において、
　前記レーザー利得媒体（２）が低利得材料であり、前記伝導冷却体（６）が、前記レー
ザー利得媒体（２）に接触するための接触面（６ｃ）を備え、前記接触面（６ｃ）が前記
レーザー利得媒体（２）の長手軸線（Ｌ）に対して対称に配列され、前記伝導冷却体（６
）が、前記レーザー利得媒体（２）と並んで配置され且つ前記側面（２ａ）の反対側に配
置された冷却体キャビティ（６ｄ）を備え、前記ポンプ光反射器（７）が前記冷却体キャ
ビティ（６ｄ）内に配置され、前記レーザー利得媒体（２）が円筒形又は楕円円筒形であ
り、前記低利得材料が、Ｅｒ：ＹＡＧの誘導放出断面積すなわち３.０×１０-20ｃｍ2以
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下の誘導放出断面積を持つレーザー利得媒体であり、当該レーザーのモノリシックな設計
によって、レーザー高反射反射器（４ａ）が前記利得媒体（２）上に直接溶着され、出力
カプラ（４ｂ）が前記利得媒体（２）の反対側の端部上に直接溶着されることを特徴とす
る、側面ポンプモノリシック固体レーザー（１）。
【請求項２】
　前記レーザー利得媒体（２）が７.５ｍｍ2未満の断面積を有する、請求項１に記載の固
体レーザー（１）。
【請求項３】
　前記ダイオードレーザー（５）及び前記反射器（７）が、前記ポンプ源（５）と前記長
手軸線（Ｌ）との間の光路の長さが前記長手軸線（Ｌ）と前記反射器（７）との間の光路
の長さと同じ又はほぼ同じになるように、前記長手軸線（Ｌ）に対して該長手軸線（Ｌ）
と前記ダイオードレーザー（５）及び前記反射器（７）の各々との間の距離（Ｄ１、Ｄ２
）が等しくなるような態様で配置される、請求項１に記載の固体レーザー（１）。
【請求項４】
　両方の端面（４）がレーザーミラー（４ａ、４ｂ）を備え、該レーザーミラーの一方が
高反射レーザーミラー（４ａ）であり、他方のレーザーミラー（４ｂ）が出力カプラであ
る、請求項１～３のいずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項５】
　前記レーザー共振器構造体（３）が１７００ｎｍ～３２００ｎｍの範囲内の波長を放射
する、請求項１～４のいずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項６】
　前記出力カプラ（４ｂ）が９２.５％から９９％の範囲の反射率を有する、請求項５に
記載の固体レーザー（１）。
【請求項７】
　前記レーザー利得媒体（２）が、前記冷却体（６）内に配置されない自由端（２ｄ）を
有する、請求項１～６のいずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項８】
　前記レーザー利得媒体（２）が、ネオジム、イッテルビウム、エルビウム、ツリウム、
クロム及び／又はホルミウムドープを有する希土類ドープのＹＡＧ、ＹＳＧＧ又はＹＬＦ
結晶ホストを含む、請求項１～７のいずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項９】
　前記ダイオードレーザー（５）の波長が、該ダイオードレーザー（５）の主波長が前記
レーザー利得媒体（２）の吸収ピーク領域に対してシフトするように選択される、請求項
１～８のいずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項１０】
　前記ポンプ光（５ａ）の波長が前記レーザー利得媒体（２）の低吸収係数において選択
される、請求項９に記載の固体レーザー（１）。
【請求項１１】
　前記伝導冷却体（６）が、前記レーザー利得媒体（２）に接触して該レーザー利得媒体
（２）を保持する接触面（６ｃ）を備え、且つ、金属、セラミックス又は結晶材料から成
る、請求項１～１０のいずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項１２】
　２つの接触面（６ｃ）を備え、該２つの接触面（６ｃ）が前記レーザー利得媒体（２）
の長手軸線（Ｌ）に対して対称に相互に対向して配置される、請求項１１に記載の固体レ
ーザー（１）。
【請求項１３】
　前記長手軸線（Ｌ）に対して円周方向に離間された少なくとも２つのポンプ源（５）を
備え、さらに、前記長手軸線（Ｌ）に対して前記側面（２ａ）の反対側に配置された対応
するポンプ光反射器（７）を備える、請求項１～１２のいずれか一項に記載の固体レーザ
ー（１）。
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【請求項１４】
　レンズ（８ａ、８ｂ）と、１００μｍから２５０μｍの間の直径を有する光ファイバー
（９）とを備え、前記レンズ（８ａ、８ｂ）が当該固体レーザー（１）のレーザービーム
（Ｂ）を前記光ファイバー（９）内へ集束させるように配置される、請求項１～１３のい
ずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項１５】
　前記少なくとも部分反射のレーザーミラー（４ａ、４ｂ）が前記レーザー利得媒体（２
）の端面（４）上に溶着され、該端面（４）上に溶着された層が、０.９よりも大きな充
填密度を有する、請求項１～１４のいずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項１６】
　前記ポンプ源（５）が９５５～９８５ｎｍの間の波長を有する、請求項１～１５のいず
れか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項１７】
　前記ポンプ源（５）が７６０～８１５ｎｍの間の波長を有する、請求項１～１５のいず
れか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項１８】
　前記ポンプ源（５）が１６００～２０５０ｎｍの間の波長を有する、請求項１～１５の
いずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項１９】
　前記ポンプ光（５ａ）が側面（２ａ）を通して前記レーザー利得媒体（２）内へ供給さ
れ、前記ポンプ光（５ａ）の３０～７０％が出射ポンプ光（５ｂ）として反対側の側面（
２ｂ）において前記レーザー利得媒体（２）から出射し、前記出射ポンプ光（５ｂ）は、
反射ポンプ光（５ｃ）が前記反対側の側面（２ｂ）において前記レーザー利得媒体（２）
へ再び入射するように前記反射器（７）によって反射される、請求項１～１８のいずれか
一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項２０】
　前記ポンプ源（５）が、前記長手軸線（Ｌ）に平行に配置されたレーザーダイオードア
レイとして実現される、請求項１～１９のいずれか一項に記載の固体レーザー（１）。
【請求項２１】
　長手軸線（Ｌ）を有するレーザー利得媒体（２）を含むレーザー共振器構造体（３）を
備える、請求項１～２０のいずれか１項に記載の側面ポンプモノリシック固体レーザー（
１）を作動する方法であって、
　ポンプ光（５ａ）が側面（２ａ）を通して前記レーザー利得媒体（２）内へ供給される
、方法において、
　前記ポンプ光（５ａ）の一部が出射ポンプ光（５ｂ）として反対側の側面（２ｂ）にお
いて前記レーザー利得媒体（２）から出射し、前記出射ポンプ光（５ｂ）は、反射ポンプ
光（５ｃ）が前記反対側の側面（２ｂ）において前記レーザー利得媒体（２）へ再び入射
するように、前記反射ポンプ光（５ｃ）として反射器（７）に反射されることを特徴とす
る、方法。
【請求項２２】
　前記レーザー利得媒体（２）が、該レーザー利得媒体（２）の長手軸線（Ｌ）に対して
対称に冷却され、このため前記レーザー利得媒体（２）において前記長手軸線（Ｌ）に対
して対称な熱分布を受ける、請求項２１に記載の固体レーザー（１）を作動する方法。
【請求項２３】
　前記ポンプ光（５ａ）の主波長が前記レーザー利得媒体（２）の吸収ピーク領域に対し
てシフトされる、請求項２１又は２２に記載の固体レーザー（１）を作動する方法。
【請求項２４】
　治療装置であって、
　ハウジング（４４）内に配置されてレーザービーム（２１）を放射する固体レーザー（
１）と、
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　入射レーザービームを導光素子（４５）内に向ける光結合装置（４６）と、
　前記固体レーザー（１）を手持ち装置（５０）に接続し且つ前記導光素子（４５）を備
える可撓ホース（４９）と、
　前記レーザービームを標的面へ向けるために前記導光素子（４５）の終端部について出
口ポート（５３）を備える手持ち装置（５０）と、
　を備える治療装置において、
　前記固体レーザー（１）が請求項１～２０のいずれか一項に従って実現されることを特
徴とする、治療装置。
【請求項２５】
　前記ハウジング（４４）が、高電流容量バッファを持つ電源を備える、請求項２４に記
載の治療装置。
【請求項２６】
　前記ハウジング（４４）が、加圧ガスを発生させる装置（４７）を備える、請求項２４
又は２５に記載の治療装置。
【請求項２７】
　前記ハウジング（４４）が加圧液を発生させる装置を備える、請求項２４～２６のいず
れか一項に記載の治療装置。
【請求項２８】
　前記可撓ホース（４９）が、液体媒体又は気体媒体を前記手持ち装置（５０）へ搬送し
及び／又は該手持ち装置（５）から搬送する少なくとも１つのダクト（５１）を備える、
請求項２４～２７のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項２９】
　前記ハウジング（４４）が取外し可能なコネクタ手段（５７）を備える、請求項２４～
２８のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項３０】
　前記手持ち装置（５０）が取外し可能なコネクタ手段（５７）を備える、請求項２４～
２９のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項３１】
　前記手持ち装置（５０）がビーム形成ユニット及び／又はビーム偏向ユニットを備える
、請求項２４～３０のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項３２】
　前記手持ち装置（５０）が音響変換器を備える、請求項２４～３１のいずれか一項に記
載の治療装置。
【請求項３３】
　前記手持ち装置（５０）が導光素子分割ユニットを備える、請求項２４～３２のいずれ
か一項に記載の治療装置。
【請求項３４】
　前記手持ち装置（５０）が光学的画像化手段（６５）を備える、請求項２４～３３のい
ずれか一項に記載の治療装置。
【請求項３５】
　前記手持ち装置（５０）が無線周波数伝送器を備える、請求項２４～３４のいずれか一
項に記載の治療装置。
【請求項３６】
　前記可撓ホース（４９）が電源ケーブルを備える、請求項２４～３５のいずれか一項に
記載の治療装置。
【請求項３７】
　前記可撓ホース（４９）が少なくとも１つのデータ伝送回線を備える、請求項２４～３
６のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項３８】
　前記導光素子（４５）が単一のファイバー導光素子として実現される、請求項２４～３
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７のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項３９】
　前記導光素子（４５）が複数のファイバー導光素子として実現される、請求項２４～３
８のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項４０】
　前記出口ポート（５３）が、前記ダクト（５１）に接続される出口開口（６２、６３）
を備える、請求項２８に記載の治療装置。
【請求項４１】
　前記導光素子（４５）の終端部が少なくとも部分的に前記出口開口（６２、６３）の周
りに配置される、請求項４０に記載の治療装置。
【請求項４２】
　前記出口開口（６２、６３）が少なくとも部分的に前記導光素子の終端部の周りに配置
される、請求項４０に記載の治療装置。
【請求項４３】
　レーザービーム（２１）を放射する固体レーザー（１）であって、さらに冷却ユニット
（２９）を備える固体レーザー（１）と、
　　　前記固体レーザー（１）のポンプ源（５）を電気的に駆動する制御ユニット（３２
）と、
　　　レーザービーム形成・偏向ユニット（２４）と、
　　　前記形成されたレーザービーム（２６）を手持ち装置（２０）から標的面（２３）
へ放射するコンタクト窓（２５）であって、透明カバー（２７）を備えるコンタクト窓（
２５）と、
　　　前記固体レーザー（１）、前記ビーム形成・偏向ユニット（２４）及び前記コンタ
クト窓（２５）を含む光路（２２）と
を持つ手持ち装置（２０）と、
　電源を備える卓上ユニットと、
　前記卓上ユニットを前記手持ち装置に接続する可撓ホース（３７）であって、さらに電
源接続体を備える可撓ホース（３７）と
を備える治療装置において、
　前記固体レーザー（１）が請求項１～２１のいずれか一項に従って実現され、前記冷却
ユニット（２９）がキャビティ（３０）を備え、前記可撓ホース（３７）が、前記冷却キ
ャビティ（３０）を前記卓上ユニットの冷却液循環システムに接続する少なくとも２本の
冷却液搬送管（３１）を備え、前記制御ユニット（３２）が１つの高電流容量バッファ（
３３）を備えることを特徴とする、治療装置。
【請求項４４】
　レーザービーム（１）を放射する固体レーザー（１）であって、さらに冷却ユニット（
２９）を備える固体レーザー（１）と、
　　　前記固体レーザー（１）を電気的に駆動する制御ユニット（３２）と、
　　　レーザービーム形成・偏向ユニット（２４）と、
　　　前記形成されたレーザービーム（２６）を手持ち装置（３９）から標的面（２３）
へ放射するコンタクト窓（２５）であって、透明カバー（２７）を備えるコンタクト窓（
２５）と、
　　　前記固体レーザー（１）、前記ビーム形成・偏向ユニット（２４）及び前記コンタ
クト窓（２５）を含む光路（２２）と
を持つ手持ち装置（３９）を備える治療装置において、
　前記固体レーザー（１）が請求項１～２６のいずれか一項に従って実現され、前記冷却
ユニット（２９）が固体冷却装置（４０）として実現され、前記制御ユニット（３２）が
１つの高電流容量バッファ（３３）を備え、前記手持ち装置（３９）が電気エネルギー蓄
積手段（４１）を備えることを特徴とする、治療装置。
【請求項４５】



(6) JP 5744860 B2 2015.7.8

10

20

30

40

50

　前記光路（２２）が、シール要素及び／又は相互に嵌合する平滑な面を用いて周囲環境
に対してシールされる、請求項４３又は４４に記載の治療装置。
【請求項４６】
　前記手持ち装置（２０、３９）が、少なくとも２つの高電流容量バッファ（３３）と、
該高電流容量バッファ（３３）の１つを前記制御ユニット（３２）に個別に接続する切り
替えユニットとを備える、請求項４３～４５のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項４７】
　前記手持ち装置（２０、３９）が、ディスプレイユニット及び入力装置を備えるユーザ
ーインターフェイス（３５、４３）を備える、請求項４３～４６のいずれか一項に記載の
治療装置。
【請求項４８】
　前記手持ち装置（２０、３９）が画像収集ユニット及び画像分析ユニットを備える、請
求項４３～４７のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項４９】
　前記手持ち装置（２０、３９）が前記卓上ユニットから取外し可能である、請求項４３
、４７又は４８のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項５０】
　前記透明カバー（２７）が前記手持ち装置（２０、３９）から取外し可能である、請求
項４３～４９のいずれか一項に記載の治療装置。
【請求項５１】
　前記固体冷却装置（４０）が位相変化材料である、請求項４４～５０のいずれか一項に
記載の治療装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１に記載の特徴を備える側面ポンプモノリシック固体レーザーに関す
る。本発明は、さらに、請求項２２に記載の特徴を備える側面ポンプモノリシック固体レ
ーザーの作動方法に関する。本発明は、さらに請求項３２、５１及び５２に記載の治療装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ダイオードポンプレーザーは、特に工業、医療及び軍事の用途においてその有用性を増
してきた。ダイオードポンプは、パワー効率がよく、全て固体状であり、且つ寿命が長い
ので、ダイオードポンプレーザーは、特に、有用である。その結果、同様のフラッシュラ
ンプポンプ固体レーザーに比べてより軽量で、より効率よく、且つ典型的には水冷却され
ないレーザーシステムがもたらされる。
【０００３】
　概して、端面ポンプ又は側面ポンプの固体レーザーの形態はすでに知られている。Ｑス
イッチレーザー又はモノリシックレーザーは、米国特許第５３９４４１３号、第５３８１
４３１号、第５４９５４９４号、第５６１０２３号及び第６３７３８６４号明細書に記載
されるような形態である。この種の設計の不利な点は、特に、最大パルスエネルギーに関
する限界である。さらに、Ｑスイッチレーザーは、非常に短い持続時間のパルスしか生成
できない。
【０００４】
　米国特許第６２１９３６１号及び第６３７７５９３号明細書は、側面ポンプの設計を開
示する。この設計では、ビーム経路が内部ジグザグ経路なので、パルス持続時間が長くな
り、製造上の困難及びコストが増大する。
【０００５】
　ダイオード側面ポンプ形状において、利得媒体は、典型的には、ロッドかスラブである
。伝導冷却レーザーシステムにおいては、これまで一般にスラブ形状が使用され、スラブ
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の片面がサーマルヒートシンクに取り付けられ、反対の面はポンプ光の導入に使用されて
きた。側面ポンプスラブは、米国特許第２００７／００６０９１７号明細書、図２ｂにお
いて開示されるようないわゆる「ジグザグ」光路を利用するなど、様々な技法を利用でき
る。しかし、ジグザグスラブは、光学的許容差が厳しいため製作が難しく、従って、直線
状のスラブの実施形態よりも大量に生産するのが困難であり、生産がコスト高になる。
【０００６】
　国際公開第２００４／０３４５２３号は、側面ポンプモノリシック受動Ｑスイッチ固定
レーザーであって、水冷却されない固体レーザーを開示し、このレーザーは、レーザー共
振器構造体と、受動Ｑスイッチに接着された出力面を有するレーザー利得媒体とを含む。
利得媒体は、ポンプ光を受け取る側面を有する。ポンプ光は、ダイオードレーザーアレイ
によって発せられる。この固体レーザーの不利な点の１つは、平均パワーが制限されるこ
とである。この固体レーザーの別の不利な点は、作動時に熱的効果が生じることである。
さらに、Ｑスイッチレーザーは、非常に短い持続時間のパルスしか生成できない。
【０００７】
　米国特許出願公開第２００７／００６０９１７号明細書は、図１ｂ及び２ａにおいて、
ＭＩＲ（中赤外）ダイオード側面ポンプ固体レーザーを開示し、このレーザーは利得スイ
ッチパルスを放射できるレーザー共振器構造体（図５ｃ）を含む。この固体レーザーの不
利点の１つは、発生したレーザー光のパワーが制限されて低いことである。
【０００８】
　米国特許第６３６６５９６号明細書は、ダイオード側面ポンプＯＰＯレーザーを開示し
、このレーザーは、特に、ＭＩＲ（中赤外）放射を発生させる。波長がＭＩＲ波長領域に
おいて広範囲に調整されうるが、この種のレーザーの不利点は、高パワー密度（強度）を
有する１桁及び２桁のナノ秒領域の短いパルス持続時間であり、又は、レーザーパルス長
がマイクロ秒領域の場合、レーザーパルス強度が非常に低いことである。さらに、この種
のレーザーは複雑であり、様々な光学コーティングを備えた光学素子を必要とするので、
非常に高価である。この種のレーザーの別の不利な点は、衝撃及び振動に対して強くない
ことと、重要な素子が多数あるので、装置の故障の可能性が増すこととである。
【０００９】
　米国特許第５６４２３７０号、第５６４３２５２号、第５８６８７３１号、第５９０８
４１６号、第５９４７９５７号、第６２５１１０２号及び６３９５０００号明細書は、中
赤外波長領域において作用する側面ポンプ固体レーザーを開示する。概して、この種の固
体レーザーは生物組織の切除に使用される。上記のレーザーのいくつかは電池式いわゆる
自給式であり、単一のレーザーパルスの供給後に高電圧電源におけるコンデンサの充電時
間が数秒間続く。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　従って、本発明の目的は、高パワーレーザー光パルスを発生させる側面ポンプ固体レー
ザー装置を提供することである。安価で、丈夫で信頼できるレーザー装置を提供すること
が、本発明のさらなる目的である。高性能で作動するレーザー装置を提供すること、特に
、高パルスエネルギー及び／又は高パワーを有し、特に広い使用範囲において高いパルス
繰返し率を可能にするレーザー光を提供することが、本発明のさらなる目的である。医療
の分野で使用するのに適する、特に１７００ｎｍ～３２００ｎｍの中赤外（ＭＩＲ）領域
の波長を持つレーザー装置、及び／又は特に生物組織の治療、切断若しくは切除に適する
レーザー装置を提供することが本発明のさらなる目的である。使用者が高パワーレーザー
パルス治療を実施できるようにする治療装置を提供することが、本発明のさらなる目的で
あり、治療装置は取り扱いが容易で、特に保守が簡単な実施形態が実現されるべきである
。さらに、専門的な治療施設から離れて高パワーレーザーパルス治療を行えるようにする
治療装置を手に入れることが目的である。
【課題を解決するための手段】
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【００１１】
　上記の問題は、請求項１の特徴を備える側面ポンプモノリシック固体レーザーによって
解決される。従属請求項２～２７は任意の特徴を開示する。問題は、さらに、請求項２８
の特徴を備える側面ポンプモノリシック固体レーザーを作動する方法によって解決され、
従属請求項２９～３１は任意の特徴を開示する。
【００１２】
　問題は、特に、長手軸線Ｌを有するレーザー利得媒体を含むレーザー共振器構造体を備
える側面ポンプモノリシック固体レーザーによって解決される。このレーザーにおいて、
レーザー共振器構造体は、直線状光路の共振キャビティを間に形成する端面を備え、端面
の少なくとも一方は、その面に溶着された少なくとも部分反射のコーティングを備え、レ
ーザー利得媒体は、ポンプ源のポンプ光を受け取る側面を備える。ポンプ光はダイオード
レーザーによって発生せしめられる。また、固体レーザーは、レーザー利得媒体と接触す
る接触面を備える伝導冷却体を備える。固体レーザーは、長手軸線Ｌに対して側面の反対
側に配置された反射器を備える。
【００１３】
　問題は、特に、長手軸線Ｌを有するレーザー利得媒体を含むレーザー共振器構造体を備
える側面ポンプモノリシック固体レーザーによってさらに解決される。このレーザーにお
いて、レーザー共振器構造体は、直線状光路の共振キャビティを間に形成する端面を備え
、端面の少なくとも一方は、特にその面に溶着された少なくとも部分反射のレーザーミラ
ーを備え、レーザー利得媒体は、ポンプ源のポンプ光を受け取る側面を備える。ポンプ光
はダイオードレーザーによって発生せしめられる。また、固体レーザーは、レーザー利得
媒体と接触する接触面を備える伝導冷却体を備える。固体レーザーは、長手軸線Ｌに対し
て側面の反対側に配置された反射器を備える。レーザー利得媒体は特に低利得材料である
。
【００１４】
　問題は、特に、長手軸線Ｌを有するレーザー利得媒体を含むレーザー共振器構造体を備
える側面ポンプモノリシック固体レーザーを作動する方法によって、さらに解決される。
この方法において、ポンプ光は側面を通過してレーザー利得媒体内へ供給され、ポンプ光
の一部は出射ポンプ光として反対側の側面においてレーザー利得媒体から出射し、出射ポ
ンプ光は反射し、反射したポンプ光は、前記の反対側の側面においてレーザー利得媒体へ
再び入射する。
【００１５】
　米国特許第２００７／００６０９１７号明細書において開示されたダイオード側面ポン
プ固体レーザーは、低強度あるいは低品質のレーザー光を発生させる。一方、非常に効率
的に生物組織を切除するにはレーザー光はある程度のレベルの強度を必要とすることが判
明している。さらに、ダイオード側面ポンプ固体レーザーは、フラッシュランプポンプ固
体レーザーよりも小さいパルスエネルギーを放射することが、知られている。本発明に係
る側面ポンプモノリシック固体レーザーは、レーザー光の強度・ビームの質をそれぞれ改
良するいくつかの技術的特徴を使用する。まず、７.５ｍｍ2未満の断面積を有するレーザ
ー利得媒体が使用される。断面積は、レーザー伝達方向に対して直角の、また平面レーザ
ーミラーに関してはこれに平行のレーザー利得媒体内部の表面積である。レーザー利得媒
体が、円形又は楕円形の断面を持つロッドの形状を持つ場合、ロッドが、３ｍｍ以下、好
ましくは２ｍｍ以下、最も好ましくは１ｍｍ以下の直径を持つことを意味する。このよう
に小さい直径又は小さい断面積を有するロッドの利点は、レーザー発振を開始するために
必要とされる一定のパワー密度をレーザー利得媒体内で得るために必要なポンプパワーが
小さいことである。さらに、このように小さい断面積を持つレーザーロッドは、レーザー
キャビティ内部の開口のように作用して、より高い横断レーザーモードの損失を誘発し、
あるいはレーザー光の質を改良する。小さい断面積のロッドを使用するだけで、レーザー
利得媒体内部で充分なパワー密度を生成でき、それによってポンプ光が半導体レーザーに
よって発生せしめられる。レーザーロッドの直径が４ｍｍであると仮定すると、断面積は
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約１２.５ｍｍ2に増大し、３ｍｍロッドの断面積の約２倍となる。４ｍｍロッドは、同じ
パワー密度を得るためには３ｍｍロッドの約２倍のポンプパワーが必要である。従って、
レーザー利得媒体の断面積を７.５ｍｍ2に制限することは非常に重要な利点である。好ま
しい実施形態において、レーザー利得媒体内でのダイオードレーザーのポンプパワーは、
２０から５００Ｗ／ｍｍ3の間である。好ましい実施形態において、キャビティ内（レー
ザー活性媒体内）のレーザー強度は、５ｋＷ／ｃｍ2から１０ＭＷ／ｃｍ2の間であり、よ
り好ましくは１０から１００ｋＷ／ｃｍ2の間である。
【００１６】
　レーザーの効率を向上させるさらに有利な措置は、レーザーの外部結合のパーセンテー
ジを最適化することである。レーザー利得媒体の誘導放出断面積あるいは利得が小さけれ
ばそれだけ、レーザーを効果的に作動させるためにはレーザーの外部結合のパーセンテー
ジを小さくなければならない。これは、レーザーキャビティ内部に高い強度を持つことと
同じであり、レーザー発振を開始するのに有利である。従って、レーザーキャビティ内部
で高い強度を持つ低誘導放出断面のレーザー利得媒体を持つレーザーを作動することが有
利である。
【００１７】
　レーザー利得媒体内の強度を増大するさらに有利な措置は、反射率が９２.５％から９
９％の範囲の出力カプラを使用することである。レーザー利得媒体内の強度を増大するさ
らに有利な措置は、キャビティ損失を減少させることである。離散的レーザーキャビティ
を使用する米国特許第２００７／００６０９１７号明細書に開示されるような固体レーザ
ーの不利点は、反射によるレーザー利得媒体から空気へ及び空気からレーザーミラーへの
媒体遷移及びこの遷移におけるレーザー光の吸収損失のために光学的損失が生じることで
ある。使用されるレーザー媒体は低利得レーザー材料なので、このような付加的損失は、
既知のレーザーシステムの効率のよい作動を妨げる。特に１７００ｎｍから３２００ｎｍ
の中赤外（ＭＩＲ）波長領域において作動するレーザーキャビティの別の不利点は、レー
ザー利得媒体とレーザーミラーとの間のダスト又は湿った空気が、レーザーシステムの効
率を著しく低下させ、又は放射されたレーザー光の強力な水吸収によってレーザーキャビ
ティのレーザー光の放射をほとんど停止することである。これにより、さらに損失が生じ
て、レーザー利得媒体内の強度がさらに減少する。
【００１８】
　レーザー性能を改良するさらに有利な措置は、レーザー利得媒体の温度を制御すること
である。小さい直径のレーザーロッドは、より良い表面積対体積比を示すので、より効率
よく冷却又は加熱でき、それによって、レーザービームの質の熱誘起歪みを減少する。熱
性能が改良されることによるさらなる利点は、出力パワーの増大及び光－光効率（optica
l to optical efficiency）の向上である。
【００１９】
　レーザー出力ビームの質を最適化するさらに有利な措置は、レーザー活性利得媒体を対
称に冷却することである。国際公開第２００４／０３４５２３号のレーザー利得媒体は対
称に冷却されないため、ビームプロファイルが均質ではなく、そのため、ビームパラメー
タの積Ｍ2が不適当であり、集束の能力が低くなる。従って、本発明に係るレーザー活性
利得媒体の対称冷却は、ビームプロファイルを均質にし、熱レンズを活性媒体の長手軸線
に対して対称に且つ同一線上にする。これによって、レーザーは常にこの軸線に沿って振
動する。これは、ポンプパワー、繰返し率及びデューティサイクルなどの幅広い範囲のパ
ラメータについて安定した作動を保証するために必要な特徴である。
【００２０】
　本発明に係る固体レーザーのさらなる利点は製造コストが低く且つほとんど保守が必要
ないことである。このことは、市場での受入れを強力に改善する。この利点は、必要な光
学素子の数及び／又は調整可能な光学素子又はレーザーキャビティの数を減らすことによ
って得られる。特に、手持ち又は可動式のレーザー式医療装置及び非医療装置において、
調整可能な光学素子又はレーザーキャビティは市場の失敗及び経費の掛かる製品回収又は
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少なくとも高い保守コストの原因になってきた。本発明に係る固体レーザーは、衝撃及び
振動に非常に強く、且つ、温度、湿度など環境条件の急激な変化の後でも安定しており、
レーザー式医療装置に関して法律及び規則が求める非常に安定し一貫したレーザー出力パ
ワーを保証する。従来の方法によって生産されたレーザーの設計は、荒い扱いに損傷しや
すく、通常、自動的に調整から外れる。さらに、温度、機械的応力（衝撃、振動）、レン
ズ上のダストなどによりレーザー出力パワーの低下が生じる可能性がある。この種の装置
は、定期的に修理し、レンズを磨き、レーザーキャビティを整列し直さなければならず、
高い保守コストを生じる。
【００２１】
　本発明に係る固体レーザーのさらなる利点は、非常に効率がよく且つ短いレーザーキャ
ビティのおかげで、設計を非常に小型化できることである。これによって、過去には高パ
ワーの固体レーザーを組み込めなかった装置部品に固体レーザーを実装できる。１つの例
は、米国特許第７１１８５６３号明細書において開示されるようないわゆる自給式又は手
持ち無線装置における例えば最高５Ｗの中赤外固体レーザーの実装である。今日、この種
の装置には、近赤外（７８０～１４００ｎｍ）のダイオードレーザーしか使用できない。
本発明の１つの利点は、電池式の自給式装置が中赤外固体レーザーを備えることができる
ことである。さらに、この種の装置は、例えば１ｋｇ未満などに軽量化されうる。より小
さく且つ電力消費がより少ないレーザーを備える別の新しい装置を組み立てることができ
る。（１）電源、冷却ユニット及び最終的には制御ユニットを収容する卓上部分と、（２
）固体レーザー、ビーム成形光学素子、ビーム偏向手段及び（おそらく）制御ユニットを
収容する手持ちユニットとから成る装置を想定することさえできる。手持ちユニットは、
保守のために取外し可能にされ、小さな軽量パッケージにして装置のメーカーへ送ること
ができる。メーカーへ装置を送る前に、装置の所有者はメーカーに連絡して、整備のため
に通常郵便で自身の手持ちユニットを送り返す前に仮の手持ちユニットの提供を受けるこ
とができる。正確な手順は、以下の通りとなる。ａ）整備のために、ベースステーション
は、整備時期が近いこと、及び手持ちユニット又はハンドピースを一時的に交換するには
使用者が装置のメーカーに連絡する必要があることを使用者に通知できる。ｂ）装置の所
有者又は使用者は、装置の販売店又はメーカーに口頭又は文書でメッセージを送る。ｃ）
装置の販売店又はメーカーは一時的な交換用の手持ちユニット又はハンドピースを小包で
送る。ｄ）装置の所有者又は使用者は、簡易なプラグコネクタなので非常に短時間で手持
ちユニットを交換するだけであり、装置の停止時間はない。ｅ）小包配送業者は、手持ち
ユニット又はハンドピースを整備のために整備センター又は装置のメーカーへ持って行き
、ここで、装置は修理されて整備される。ｆ）整備手順が完了した後、手持ちユニット又
はハンドピースは装置の所有者又は使用者へ送り返される。ｇ）装置の所有者又は使用者
は再び手持ちユニット又はハンドピースを交換して、仮の手持ちユニット又はハンドピー
スを送り返す。これ以上費用の掛かる整備員の出張の必要はなく、また、壊れやすいレン
ズを含む重い装置のこれ以上費用の掛かる発送の必要はない。経費がかさむ地方の整備セ
ンターはもはや必要ない。使用者は、整備員のための部屋を確保したり、装置が修理され
るまで待ったりする必要はない。これに加えて、他の機能（パルスエネルギー、波長、付
加的測定）を持つ手持ち装置又は治療最適化手持ち装置をベースステーションに取り付け
ることができる。これら全ての利点によって、製品は、非常に経済的になり、顧客を満足
させる。また、上記の全ての利点は自給式装置にとっても有効であり、卓上ユニット／ベ
ースステーションが必要とされない。
【００２２】
　別の有利な実施形態において、ポンプ光は、レーザー利得媒体２においてポンプ光がほ
ぼ均質に分布するように案内される。最も有利なのは、これがレーザー利得媒体の長手軸
線に対して側面の反対側に配置されたポンプ光反射器によって得られることである。この
配列は、側面からレーザー利得媒体へ入射するポンプ光が、レーザー利得媒体を横切り、
レーザー利得媒体から出射し、ポンプ光反射器によって反射し、反射した光が再びレーザ
ー利得媒体に入射できるようにする。この実施形態は、レーザー利得媒体内において均質
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な配光を生成する。このような均質な配光の利点は、その結果、従来のシステムに比べて
ずっと優れたレーザーモードが得られることである。このレーザーモードは、非常に集束
性の高いレーザービームの鍵となる１から２５の範囲のビームパラメータの積Ｍ2を持つ
ことができる。
【００２３】
　小さい断面積のレーザー利得媒体の別の利点は、レーザービームを小さい直径に集束で
きることである。レーザー利得媒体の断面積がもっと大きい既知のフラッシュランプポン
プレーザー又はダイオードポンプレーザーはレーザービームを３００～５００μｍに集束
できる。本発明に係る固体レーザーに使用されるレーザー利得媒体は、レーザービームを
約１００～２５０μｍに集束できる。これによって、焦点におけるレーザービームの強度
を増大できる。
【００２４】
　本発明に係る固体レーザーのさらなる利点は、このように小さい断面積のレーザービー
ムが、薄い従って安価な光ファイバーを通して非常に効率よく伝送されうることである。
本発明のさらなる利点は、レーザービームの質が良ければそれだけ効率よくファイバー内
へ内部結合して、損失が小さくなるので、ファイバーへのレーザービームの伝送の効率が
より良いことである。
【００２５】
　本発明に係る固体レーザーのさらなる利点は、例えばレーザーミラー又はフラッシュラ
ンプなど調整可能な光学素子を含まないことである。従って、本発明に係る固体レーザー
は、衝撃によって生じる調整外れ、振動又は熱効果によって時間の経過に伴って生じる調
整外れに対して強い。さらなる利点は、固体レーザーが、フラッシュランプについて典型
的な時間の経過に伴うパワー損失を克服することである。
【００２６】
　本発明に係る固体レーザーのさらなる利点は、保守費用が低いことである。レーザー式
医療装置に関する法律及び規則があるので、光出力パワーの変化は小さい範囲でしか許容
されない。従って、既知の固体レーザーは、前記の法律及び規則を遵守するために、定期
的に費用の掛かる保守を必要とするかまた複雑な制御機構を必要とする。
【００２７】
　好ましい実施形態において、本発明は、医療分野において使用されるレーザー光を発生
させるのに適する、特に硬組織を含む生物組織を治療、切断又は切除するのに適するレー
ザー装置を提供する。レーザー装置及び生物組織の治療又は切除に関する背景情報は、国
際公開第２００６／１１１５２６号、第２００６／１１１２００号、第２００６／１１１
１９９号、第２００６／１１１４２９号及び第２００８／０４９９０３号において開示さ
れ、その全てが参照により本明細書に組み込まれる。好ましい実施形態において、本発明
に係るレーザー装置は、硬組織を含む生物組織の治療、切断又は切除に使用される。最も
有利な生物組織の切除は、１μｓから１５μｓの間のパルス長及び１０3Ｗ／ｍｍ2から１
０8Ｗ／ｍｍ2の間の強度を有するレーザーパルスを使って得られることが判明している。
このようなレーザーパルスは、非常に効率の良い生物組織の切除を可能にし、例えば隣接
する生物組織の変性、凝固、炭化などの熱損傷を減少させるなど、破壊を減少させる。効
率よく生物組織を切除するにはある程度のレベルの強度が必要であることと、ある程度の
レベルの強度は高いパルスエネルギー以上に重要であることとが判明している。また、長
い持続時間のパルスによって得られる高いパルスエネルギーのパルスは、たとえば軟組織
の場合で１０3～１０6Ｗ／ｍｍ2、硬組織の場合で１０5～１０8Ｗ／ｍｍ2の特定の強度を
有するパルスよりもずっと効率が低いことが判明している。従って、１０3から１０8Ｗ／
ｍｍ2の間の強度を有するレーザー光を発生させることが、生物組織の切除又は切断にと
って最も好ましく、レーザー光のパルス長は１μｓから１５μｓの間が最も好ましく、１
５μｓから２００μｓの範囲はこれよりも好ましくない。１μｓよりも短いパルス、例え
ばＱスイッチレーザー又はＯＰＯレーザーによって生成されるパルスは、衝撃波によって
機械的に組織を破壊して、細胞をその自然の結合から引き裂く。生物組織など標的上で１
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０3から１０8Ｗ／ｍｍ2の間の強度のレーザー光を得るために、標的に衝突するレーザー
光のサイズを、ビームシェイピングを用いて特にレンズを用いることによって成形できる
。
【００２８】
　本発明の１つの態様によれば、生物組織を切断又は切除するのに適する固体レーザーと
、固体レーザーを備える器具とが開示される。固体レーザーは、光学キャビティと、光学
キャビティ内に配置される利得媒体と、利得媒体を光ポンプしてレーザー光を発生させる
ように光学的に整列された半導体レーザーとを備え、発生したレーザー光は、生物組織を
切断して切除するのに適する波長及び強度を有する。
【００２９】
　本発明の１つの態様によれば、利得媒体、半導体レーザー及び光学キャビティを用意す
るステップと、半導体レーザーを光学的に整列させて利得媒体をポンプするように利得媒
体及び半導体レーザーを光学キャビティ内に配置するステップと、半導体レーザーを作動
させて、光学的に利得媒体をポンプしてレーザー光を発生させるステップと、レーザー光
を軟組織、中硬組織又は硬組織などの生物組織へ向けて、生物組織を切断又は切除するス
テップとを含む、硬組織を含む生物組織を切断又は切除する方法が開示される。
【００３０】
　１つの実施形態において、レーザービームのパルス幅、パルス波形、繰返し率、パルス
強度及びパルスエネルギーのうちの少なくとも１つを調整でき、それによって、生物組織
に作られる個々の切断又は孔の特徴及びパルス当たりの生物組織の切除深さを調整できる
ようにする。
【００３１】
　生物組織を治療又は切除するレーザーは１７００ｎｍから３２００ｎｍの間の波長を有
する。最も好ましくは、約２９５０ｎｍの波長が使用される。なぜならば、この波長がＭ
ＩＲ（中赤外）領域の水吸収スペクトルにおいて主要な極大だからである。
【００３２】
　本発明に係る固体レーザーは、好ましくは０.５ｍｍから２.５ｍｍの間の直径、より好
ましくは０.５ｍｍから１ｍｍの間の直径を有するレーザービームを発生させる。
【００３３】
　このような固体レーザーは、１μｓから５００μｓの間、特に１μｓから２００μｓの
間、最も好ましくは１μｓから１５μｓの間のパルス時間幅を有することが好ましい。
【００３４】
　このような固体レーザーは、０.１ｍＪから１００Ｊの間、特に１ｍＪから５Ｊの間の
レーザーパルスエネルギーを有する。
【００３５】
　このような固体レーザーは、スポットに焦点を合わせることができ、１Ｗ／ｍｍ2から
１０8Ｗ／ｍｍ2の間、特に１０3Ｗ／ｍｍ2から１０7Ｗ／ｍｍ2の間のレーザー放射強度を
有する。
【００３６】
　結晶の重要な設計パラメータは、ポンプパワー及び結晶直径であり、重要なレーザー材
料パラメータは、誘導放出断面積、寿命及び光子エネルギーである。
【００３７】
　レーザー作用にとって、レーザー活性材料にどのようにエネルギーが供給されるかは重
要ではない。すなわち、ポンプ光が側面から入るのか、同一直線上にあるのか、又はポン
プがレーザーダイオードかフラッシュランプかなどは重要ではない。本発明の出発点は、
レーザー活性材料がエネルギーで満たされ、より明確に言うとすでにレーザーダイオード
によってポンプされているということである。Ｅｒ：ＹＡＧの場合、このことは、約９８
０ｎｍのポンプ光がすでに結晶に入射しており、合計供給エネルギーがＥ＿ポンプである
ことを意味し、これがレーザー活性イオンへ伝達される。このプロセスにおいて、エネル
ギーは失われ、レーザー作用のために下記の量だけが利用できる。Ｅ＿蓄積＝Ｅ＿ポンプ
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×（波長＿ポンプ／波長＿レーザー）＝（例えばＥｒ：ＹＡＧの場合）Ｅ＿ポンプ×９８
０／２９４０＝０.３３×Ｅ＿ポンプ。
【００３８】
　レーザーの重要な断面Ａは、レーザー軸線に対して直角であり（この場合にはレーザー
結晶端面）、直径ｄに正比例する。
【００３９】
　材料の観点から言うと、誘導放出断面積、光子エネルギー及びレーザー遷移の寿命が重
要である。寿命は、結晶のポンピングにとって重要である。なぜならば、レーザー閾値に
達するために結晶内へエネルギーを取り込まなければならないからである。レーザー作用
が開始されるとき、レーザー活性イオンの寿命は、外部結合及びその他のキャビティパラ
メータによって決まり、もはや上位レーザーレベルの寿命だけで決まらない。焦点が状況
に置かれるので、エネルギーがすでに結晶内部にある場合、寿命を無視できる。この状況
は、レーザー結晶がポンプされた後に増幅パルスが送られるレーザー増幅器と非常に似て
いる。
【００４０】
　従って、レーザー遷移の光子エネルギー及び誘導放出断面積のみが材料パラメータとし
て残る。光子エネルギーは、上位レーザーレベルと下位レーザーレベルとの間の差であり
、誘導放出断面積は、１つの光子が別のレーザー光子の放射を誘導するために通過しなけ
ればならない１つのレーザー活性イオンの周りの面積である。
【００４１】
　レーザー増幅器において、飽和フルエンスが主要な設計パラメータである。このパラメ
ータは、レーザー光子を供給する準備ができた活性レーザーイオンを結晶面積Ａ全体に充
満させるために結晶内へポンピングされるべきエネルギーを定義する。言い換えると、結
晶内へ入る各光子は、別の光子の放射を誘導する可能性が高い。
【００４２】
【数１】

　この方程式は、材料パラメータである光子エネルギー及び誘導放出断面積をポンプエネ
ルギー及び結晶直径に結び付ける（比例係数ｘ－小さい方がより好ましい）。より良く理
解するために、ｘ＝１とすると、
【数２】

【００４３】
　光子エネルギーはレーザー波長によって決定され、誘導放出断面積が小さければ、それ
だけ式全体は大きくなる。右側を最大にするには、より大きいエネルギーを結晶内へポン
ピングする必要があるか、若しくは結晶の直径ｄを小さくすることによって面積Ａを小さ
くするか又は同時に両方を行う必要がある。
【００４４】
　全体的に、低放出断面を持つレーザー材料は、小さい直径のレーザー結晶を非常に強く
ポンプすることによってしか作動されない。
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【００４５】
　側面を通過してレーザー利得媒体にポンプ光が供給され、ポンプ光の３０～７０％好ま
しくは３０％～５０％が出射レーザー光として反対側の側面においてレーザー利得媒体か
ら出射し、出射ポンプ光が反射器によって反射されて、反射ポンプ光が前記の反対側側面
においてレーザー利得媒体へ再び入射するという実施形態は有利である。利得材料の吸収
ピークの波長とは異なる特定の波長を用いると、入射ポンプ光がレーザー利得媒体によっ
て部分的にしか吸収されず、従って、入射ポンプ光の３０％～７０％好ましくは３０％～
５０％の量がレーザー利得媒体から出射し、反射してレーザー利得媒体に戻され、レーザ
ー利得媒体において、さらに合計で５０～９１％好ましくは７５％～９１％吸収されると
いう利点を有する。従って、レーザー利得媒体内で均等の配光が得られ、その結果、放射
されたレーザービーム内に均等なガウス分布状のエネルギー分布が得られる。反射器は、
ほとんど入射光全部を反射する高反射係数を持つものとして実現されうる。さらに、部分
的に反射させ又は散乱させて、レーザー利得材料の均等な照度を強化できる。
【００４６】
　吸収極大に対するポンプ源の波長／波長領域シフトは、結晶材料の結晶直径及びドーパ
ント濃度によって決まり、結晶直径が吸収長に等しくなるような態様において選択される
。吸収長は、レーザー材料に入射するポンプ放射の６３.２％が吸収された後のレーザー
材料の長さとして定義される。この尺度から、最適化されたポンプ光分布／結晶内におけ
る最適化されたより均質の照度が得られる。ポンプ光波長／波長領域が吸収極大において
選択されると、ポンプ光は、例えば２ｍｍを有する結晶において、例えば１ｍｍ吸収され
、残りの結晶は照射されず、レーザービームの質を著しく低下させる。単純化された式は
下記の通りである。
【００４７】
　結晶の直径：Ｘ
　吸収係数：α
　条件：Ｘ×α＝１
【００４８】
　吸収の法則
　結晶内における吸収＝ｅｘｐ（－Ｘ×α）＝ｅｘｐ（－１）＝０.６３２。各レーザー
材料は固有の吸収係数αを有し、αは波長によって決まるので、この式はこのポンプ形状
の全てのレーザー材料に有効である。
【００４９】
　長手軸線に平行に配置されたレーザーダイオードアレイとして実現されるポンプ源は、
レーザー利得媒体にその長さに沿って分布するポンプ光を提供できるという利点を有する
。ポンプ源の長さは、レーザー利得媒体の長さの少なくとも３０％であることが好ましい
。この実施形態は、レーザー利得材料の均等な照度を与え、充分なポンプ光エネルギーを
与えて、低利得材料のレーザー作用を開始することを目的とする。
【００５０】
　低利得材料は、Ｅｒ：ＹＡＧの誘導放出断面積すなわち３.０×１０-20ｃｍ2以下の誘
導放出断面積を持つレーザー利得媒体であることを特徴とする。このレーザー利得媒体は
、高い光学的効率及び電気的効率を得るために誘導放出断面積２８×１０-20ｃｍ2のＮｄ
：ＹＡＧなどの高利得レーザー材料が使用される高能率のレーザーシステムから本発明に
係る固体レーザーを区別する。高利得材料の場合、組織治療のためにかなり多量の光が光
共振器から外部結合する可能性がある。
【００５１】
　固体レーザーの丈夫な実施形態のおかげで、特に伝導冷却体によってレーザー利得媒体
が取り囲まれて保持される配列のおかげで、レーザーは、少なくとも１００Ｇという大き
な力に耐えることができる。これによって、レーザーは、特別な発送手順を必要とするこ
となく発送できる。特に、レーザーを保守センターへ発送できるので、現場で保守作用を
行う必要がない。
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【００５２】
　レーザービームの質が非常に優れているので、直列に（直線状に交互に且つレーザービ
ーム伝播軸線と同一線上に）、又はミラー、ステアミラー、レンズ及び技術上既知のその
他の結合ユニットを介して複数のレーザーユニットを接続することも容易である。複数の
レーザーの接続によって、最大出力パワー及び／又は平均出力パワーを増大できるが、単
一レーザーユニットの要因による繰返し率も増大する。高出力パワーは、水又はヒドロキ
シル（ＯＨボンド）の含有量が非常に少ない物質を処置でき、又は非常に高い衝撃波及び
大きなキャビテーションバブルを生成し、又はプラズマ発生さえも可能にする。理想的に
は、レーザーは、ビームがコヒーレントに結合できるように位相がロックされる。
【００５３】
　レーザーのモノリシック設計は、レーザー高反射反射器が直接利得媒体上に溶着され、
出力カプラが利得媒体の反対側の端に直接溶着されることを特徴とする。導入されるレー
ザー材料が低利得なので、レーザー材料の端面に対してオフセットするレーザーミラーの
配列はかなり困難である。なぜならば、レーザー材料から自由大気へその後ミラー材料へ
及び逆向きへ媒体変化があるときに損失が生じるので、ほとんどレーザー発振が生じない
からである。
【００５４】
　本発明の１つの目的は、本発明に係る固体レーザーを備える治療装置によって解決され
る。固体レーザーはハウジングに配置され、固体レーザーの放射レーザービームは、可撓
ホース内の導光素子によって手持ち装置へ向けられる。手持ち装置は、レーザービームを
標的面へ向けるために、導光素子の終端部について出口ポートを備える。可撓ホースは、
導光素子を備え、従って、レーザー光源と治療装置（すなわち、手持ちユニット）の分散
配列を可能にし、高エネルギー出力レーザー装置は導光素子を介してその出力パワーを治
療装置へ送達する。
【００５５】
　固体レーザーのポンプ光は、充分なエネルギー密度を持つポンプ光を生成するために大
量の電気エネルギーを必要とするので、電源は、非常に短い時間に大量の電気エネルギー
を提供できなければならない。このために、非常に強力な電源、又は１つの実施形態によ
れば、高電流容量バッファ（high current capacity buffer）を持つ電源が必要である。
この実施形態の場合、充分に長い時間にわたって連続的にバッファを充電でき且つ非常に
短い時間でバッファを放電できるので、高電流電力をポンプ光源へ提供できる。
【００５６】
　例えば医療分野で治療装置を使用する際、手持ち装置で利用できる加圧ガスがあると有
益である。従って、１つの実施形態によれば、治療装置のハウジングは加圧ガス特に周囲
圧力に対して正及び／又は負の圧力の加圧ガスを発生させる装置を備える。本明細書にお
いて使用される場合、加圧ガスは、特に空気及び例えば治療領域から酸素を取り除くこと
によって切除を改良し且つ／又は悪影響のない切除を保証するために使用できるプロセス
ガスの全ての混合物を含む。
【００５７】
　同様の実施形態において、ハウジングは加圧液を発生させる装置を備える。レーザービ
ームが熱切除法によって物質を切除するので、標的領域を浄化及び／又は冷却することは
有益であり、このため、手持ち装置において利用可能な液体を有することは有利である。
【００５８】
　従って、可撓ホースは、ハウジング内の装置から手持ち装置へ加圧液を送達するダクト
又は手持ち装置へ加圧ガスを供給するダクトを備える。相対正圧の加圧ガスを用いれば、
例えば、特に標的面におけるレーザービームの作動領域の周りから酸素環境を排除するた
めに治療点の周りに不活性ガスキャップ（inert gas cap）を与えることができる。相対
負圧のガスを用いれば、標的面上のレーザービームの作動領域から物質を吸引できる。レ
ーザービームは標的面から物質を切除するので、レーザーを適切に作動するには切除され
た物質を標的領域から取り除かなければならない。実施形態によれば、この物質は吸い取
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られて可撓ホース内のダクトを介して処分装置又はハウジング内の使い捨てユニットへ運
ばれて、標的領域がきれいにされる。
【００５９】
　ハウジングが取外し可能なコネクタ手段を備える実施形態は、治療装置の使用ごとに特
に手持ち装置の使用ごとに新しい手持ち装置及び可撓ホースを使えるという利点を有する
。有害な物質を伴う用途の場合、手持ち装置及び可撓ホースは汚染されて、交換する必要
がある場合がある。このような実施形態は、安価な導光素子例えばシリコン酸化物を主原
料とする導光素子に適し、この場合、徹底的な浄化を行うよりも手持ち装置と一緒にホー
ス内の導光素子を処分した方が、経費が掛からない。そうでなければ、可撓ホースと一緒
に手持ち装置全体を浄化又は滅菌できる。
【００６０】
　例えばサファイア、酸化ゲルマニウム、フッ化ジルコニウム、セラミックファイバー、
セラミックグラスファイバー、セレン若しくはテルル含有ファイバー、又は概してフッ化
物又はセラミックスを主原料とするファイバー若しくは結晶材料を主原料とするファイバ
ーから作られた非常に高価な導光素子がホースの中に配置される場合、導光素子を保存し
て手持ち装置のみを交換又は浄化することが重要である。１つの実施形態によれば、手持
ち装置は取外し可能なコネクタ手段を備えて各使用後に手持ち装置を処分できるようにす
る。別の実施形態によれば、取外し可能なコネクタ手段はハウジングに配置され、このた
め、ホースと一緒に手持ち装置をハウジングから分離することが可能となる。別の実施形
態においては、ホースは両端に取外し可能なコネクタを備えることができ、このため、手
持ち装置及び可撓ホースが個々に分離されることが可能となる。これは、例えば、手持ち
装置をオートクレーブ内で滅菌し、可撓ホースを消毒液の中に浸漬するなど異なる浄化作
業を実施するのに適する。
【００６１】
　本発明によれば、手持ち装置は、レーザービームを標的面へ向けるために、導光素子の
終端部について出口ポートを備える。１つの実施形態によれば、手持ち装置はビーム形成
ユニット及び／又はビーム偏向ユニットを備え、このため、例えば特定のエネルギー密度
分布を与えるべく、標的領域内の特定の点にレーザービームを偏向すべく、又は標的領域
内において特定の移動パターンを与えるべく、導光素子によって提供されたレーザービー
ムを形成することが可能となる。導光素子の終端部へ放射されたレーザービームは、ビー
ム形成ユニット及び／又は偏向ユニットへ入り、ここで処理されて、出口ポートを介して
手持ち装置を離れる。
【００６２】
　治療の可能性を与えるために、手持ち装置は、さらに、音響変換器特に超音波変換器を
備える。レーザーは、主に標的領域内において高温パルスを発生させることによって主に
作用し、これによって物質を切除する。音響変換器（発生せしめられた音響を、案内手段
を介して例えば出口ポートの先端へ向ける）を手持ち装置において利用できると、レーザ
ーによって行われる熱切除と共に機械的エネルギーが物質の切除のために提供される。レ
ーザー部分は周囲組織に損傷を与えてはならない重要な領域に利用し、超音波部分は、重
要性の低い領域の高速除去に使用できる。
【００６３】
　いくつかの用途においては、標的領域で複数のビームを利用できると有益である。従っ
て、１つの実施形態によれば、手持ち装置は導光素子分割ユニットを備える。分割ユニッ
トは、導光素子を介して固体レーザーによって与えられたレーザービームを複数のレーザ
ービームにして供給する。これは、例えば、導光素子のスプライシング、回折レンズ、マ
イクロレンズ、ステアミラー、合成二次曲面集光器又は逆転使用マルチファイバーコンセ
ントレータ（inversed used multi-fiber concentrator）によって実施されうる。この実
施形態の別の利点は、レーザーが標的領域へ入る媒体変化境界面において光エネルギー量
が大きいため、キャビテーションバブルが生じて、標的領域において利用できるパワー密
度が減少する可能性があることである。レーザービームを複数のレーザービームに分割す
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ることによって、レーザービーム当たりのパワー密度は小さくなるので、このようなキャ
ビテーションバブルの発生の可能性を減少する。その結果、望ましくないキャビテーショ
ンにエネルギーが浪費されず、より多くのエネルギーが標的領域へ向けられる。
【００６４】
　治療対象の標的領域は、通常かなり小さく、操作者による治療プロセスの視覚的評価は
かなり困難なので、別の実施形態によれば、手持ち装置は、光学的画像化手段を備える。
この光学的画像化手段は、例えば、出口ポート又はその周りに配置されて標的領域へ向け
られたＣＣＤカメラのような画像化センサである。さらに、標的領域へ向けられて、画像
を画像捕捉手段へ送る１つの導光素子を含むことができる。画像捕捉手段は手持ち装置又
はハウジング内に配置され、後者の場合、可撓ホースは、取得した画像を手持ち装置から
ハウジングへ搬送する別の導光素子を備える。別の実施形態において、手持ち装置内に２
つの光学的画像化手段が配置され、標的領域を立体的に捕捉できるようにして、治療装置
の操作者に標的領域の三次元画像を提供できる。別の実施形態では、手持ち装置、特に出
口ポートは、標的領域を照らす照明手段を備えることができる。
【００６５】
　別の実施形態によれば、手持ち装置は、好ましくは５０ｋＨｚから５ＭＨｚの範囲の無
線周波数を放射する無線周波数伝送器を備える。この実施形態では、所望の深さまで標的
物質に侵入するように無線周波数を選択でき、さらなる治療が可能である。好ましくは、
無線周波数伝送器は、最適化された用途固有の無線周波数を標的領域へ伝送できるように
、調節可能である。さらに、無線周波数伝送器は、無線周波数を治療対象あるいは切除対
象の組織へ向けるアンテナ手段を備える。レーザー部分は、周囲組織を損傷させてはなら
ない重要な領域に使用し、無線周波数部分は、これよりも重要性の低い組織領域の高速除
去に使用できる。
【００６６】
　手持ち装置内に様々な装置を供給するために、可撓ホースは、ハウジング内の電源から
手持ち装置へ電気エネルギーを提供する電源ケーブルを備える。
【００６７】
　標的領域へのレーザービームの放射を制御するために、可撓ホースが少なくとも１つの
データ伝送回線を備えると有利である。データ伝送回線は、例えば制御ユニット及び手持
ち装置を制御ユニット及びハウジングと接続する。手持ち装置内の制御ユニットは、使用
者との対話処理のために組み込まれ、特に、レーザーの作動を制御する制御機能を使用者
に与える。ハウジング内の制御ユニットは、手持ち装置内の制御ユニットから指令を受信
して、これに従ってレーザーを作動する。データ伝送回線は、個別の多数の制御回線を必
要とすることなく多数の指令を伝送できるという利点を有する。
【００６８】
　導光素子は単一のファイバー導光素子として実現されうる。単一のファイバー導光素子
は、レーザービームの光エネルギー全体が１本のファイバー内で搬送されるので、レーザ
ービームをファイバー内へ結合し、ファイバーからレーザービームを受け取って、標的面
へビームを向けるのが容易であるという利点を有する。
【００６９】
　別の実施形態によれば、導光素子は複数のファイバー導光素子として実現されうる。複
数のファイバー導光素子は、各単一ファイバー内のエネルギー密度が減少するので、ファ
イバー材料に対する光学的な応力が減少し、過度な光エネルギーによるファイバーの損傷
の可能性が減少するという利点を有する。さらに、各ファイバーから標的領域へ放射され
る光エネルギーが小さくなるので、キャビテーションバブルを発生させるリスクが減少す
る。各ファイバーは、固体レーザーから手持ち装置へレーザービームを搬送するという同
じ機能を持つように、又は個々のファイバーが異なるタスクを実施するように構成されう
る。例えば、複数のファイバー導光素子の１本のファイバーを照明目的に使用し、別のフ
ァイバーを問題の感知又は分析に使用できる。このファイバーは、標的領域の画像をハウ
ジング内の分析モジュールへ送る。各ファイバーを同じ材料で作ることができるが、１つ
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の実施形態においては、個々のファイバーに異なる材料を使用できる。これは、個々の波
長に最適な光搬送を与えるようにファイバー材料が選択される場合、異なる波長を使用で
きるという利点を有する。従って、異なる波長のレーザービームを放射するように調節可
能な１つの固体レーザーを持つことができる。又は各々固有の波長を放射する複数の固体
レーザー、半導体レーザー又は発光ダイオードなどの光源をハウジング内に配置して、そ
のレーザービームを多数の個々のファイバー内に結合できる。治療対象の物質に応じて波
長を調節する必要があるので、異なる波長を使用することは、より多くの物質を治療でき
るという利点を有する。
【００７０】
　本明細書において使用される場合、ファイバーとの用語は、入射端から出射端へ１つ又
は複数の波長の光を案内できる任意の種類の光導波路を意味し、導路は必ずしも直線では
ない。例として、光ファイバー、中空光ファイバー、関節式連結ミラーアーム（articula
ted mirror arm）がある。特に、ファイバーは、可撓ホース内に配置されうるので、何か
がレーザービーム内に入ったり損傷を受けたりする危険（これは、レーザービームの自由
大気での伝送において生じる可能性がある）なしに、光、特に長距離の高パワーレーザー
光の搬送を可能にする。
【００７１】
　出口ポートの第一の目的は、導光素子から離れるレーザービームを標的面に向けられる
ようにし、それによって手持ち装置から離れられるようにすることである。前の実施形態
によれば、可撓ホースは、１つの導光素子だけでなくそれ以上の供給ラインを備えること
ができるので、別の実施形態において、出口ポートはダクトに接続された出口開口を備え
る。従って、可撓ホース内に配置された様々な供給ラインは、手持ち装置の出口ポートに
直接出口を備えるので、標的領域に近接する。
【００７２】
　治療用には、導光素子の終端部が、少なくとも部分的に出口開口の周りに配置されると
有利である。例えば、出口開口が相対負圧の加圧ガスを提供するダクトに接続される場合
、放射されたレーザービームが、標的面から物質を切除した後、物質は出口開口内へ吸引
されて、ダクトを介してハウジング内の廃物コンパートメントへ搬送される。一方、ダク
トが、レーザービームによって切除された物質を洗い流す液体を供給すると有用であるか
もしれない。
【００７３】
　出口開口が少なくとも部分的に導光素子の周りに配置される実施形態は、例えば、レー
ザービームの周りに制御された空気及び環境を確立でき、それによって標的領域から遊離
酸素を取り除くことができるという利点を有する。高エネルギー光パルスが出口ポートか
ら自由大気へ放射されると、イオン化効果が生じて、標的領域内に望ましくない反応生成
物が発生する可能性がある。これは、標的領域を不活性ガスで覆うことによって回避でき
る。
【００７４】
　本発明の１つの目的は、さらに、本発明に係る固体レーザーを持つ手持ち装置と、手持
ち装置、特に固体レーザーに電力エネルギーを供給する電源を備える卓上ユニットと、手
持ち装置を卓上ユニットと接続する可撓ホースとを備える治療装置によってさらに解決さ
れる。低利得レーザー材料の独創的な使用によって、固体レーザーは、レーザービームを
生成するときに大量の過剰熱を発生させる。レーザーを損傷しないようにするために、こ
の熱を固体レーザーから取り除かなければならない。従って、固体レーザーは、本発明に
おいてはキャビティとして実現される冷却ユニットを備える。冷却キャビティは、可撓ホ
ース内に配置された２つの冷却液搬送管を介して、卓上ユニット内の冷却液循環システム
に接続される。この実施形態によって、高エネルギーレーザービーム出力を持つ個体レー
ザーを手持ち装置に配置し、手持ち装置から過剰な熱を取り除いて、この熱を卓上ユニッ
トへ搬送し、卓上ユニットに効率の高い冷却システムを配置することができる。さらに、
固体レーザーは、固体レーザーを電気駆動する制御ユニットを備え、制御ユニットは、本
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発明によれば、レーザー放射を誘導するのに充分な電流をポンプ源へ与える１つの高電流
容量バッファを備える。この電流バッファ及び熱循環システムは、高強度レーザービーム
を与えることができるレーザー式治療装置に、長い期間にわたって高い稼動サイクルを与
える。コンタクト窓は標的面へレーザービームを送達する。通常、標的面に対してコンタ
クト窓の直接接触又は接近配置が可能である。治療作業を行った後、特に生物標本に関す
る作業を行った後、治療装置及び特にコンタクト窓を徹底的に浄化しなければならず、特
に殺菌を行わなければならない。従って、コンタクト窓はこの種の化学的処置に耐えなけ
ればならず、従って、例えばＭＦＡ、ＰＦＡ又はＦＥＰなどの蛍光ポリマーとして実現さ
れる。
【００７５】
　さらに、本発明の目的は、手持ち装置のみを備える治療装置の別の実施形態によって解
決される。手持ち装置は、エネルギー蓄積手段を備え、冷却ユニットは固体冷却装置とし
て実現される。手持ち装置の場合、通常、高い作動デューティサイクルは要求されず、長
期の連続的作動も要求されない。従って、受動的冷却ユニットが個体レーザーに取り付け
られれば充分であり、この冷却ユニットは、過剰な熱を引き取って、これをレーザー装置
から取り除いて、レーザー装置を正常な作動パラメータの範囲内に維持する。治療作動の
繰返し率は卓上ユニット式システムよりも小さいので、エネルギー蓄積はリチウムイオン
二次電池などの充電式電池で可能である。
【００７６】
　光路は、固体レーザーからコンタクト窓・標的面それぞれへレーザービームを案内する
素子によって画成される。光路内に障害があると放射されたレーザービームの質に直接影
響するので、この光路は治療装置の適切な作動にとって重要な部分である。従って、この
光路が周囲環境に対してシールされること、特にダスト及び湿気に対してシールされるこ
とが重要である。レーザービームの波長が水イオンの吸収ピークに調整されることが好ま
しいので、光路内に湿気があると、レーザービームは、この湿気に反応して、光路の温度
を上げて、放射されたレーザー光の強度を減少させる。光路にカプセル化コンパートメン
ト（encapsulated compartment）を使用し且つシール装置としてＯリングを使用すること
によって、光路におけるギャップを減少又は排除できる。固体レーザーの素子は、部品間
のクリアランスが２μｍ未満になるように製造される。光路全体は、少なくとも０.５バ
ールの相対圧力に耐えるようにしっかりとシールされる。
【００７７】
　別の実施形態によれば、少なくとも２つの高電流容量バッファ及び１つの切替えユニッ
トが手持ち装置内に配置される。作動時に、電流バッファは、所定の時間をかけて電気エ
ネルギーが充電され、非常に短時間で放電されて、ポンプ光を発生させるポンプ源に供給
する。２つの高電流バッファを手持ち装置に配置することによって、一方の電流バッファ
を充電し、その間他方のバッファをポンプ光の発生に使用できる。切替えユニットは、高
電流バッファをポンプ源又は充電電源に接続する役割を果たす。この実施形態は、治療装
置のより高い稼働率を可能にする。
【００７８】
　治療装置の構成及び作動をより容易にするために、手持ち装置がユーザーインターフェ
イスを備えるとさらに有利である。ユーザーインターフェイスは、ディスプレイユニット
及び入力装置を備える。したがって、手持ち装置の使用者は、手持ち装置において直接個
別の構成及び作動を制御する可能性を与えられ、手持ち装置において全てのプロセス情報
及び制御機能を利用できるので、治療を中断することなく治療を制御することができる。
【００７９】
　治療領域は通常かなり狭く、従って直接に見ることができない場合が多いので、手持ち
装置が画像収集ユニット及び画像分析ユニットを備えると有利である。これによって、画
像を収集し且つ処理して、例えばディスプレイ手段によって使用者に提供できる。使用者
は、標的領域あるいはレーザービームが標的面に衝突するところをよりよく見ることがで
きる。別の実施形態において、立体画像を収集して、使用者に３Ｄ画像を提供できる。
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【００８０】
　卓上ユニットから取外し可能な手持ち装置は、例えば、異なる波長で作動する固体レー
ザーを持つ個別の手持ち装置を卓上ユニットに接続して、治療装置を構成できるという利
点を有する。この実施形態は、さらに、手持ち装置を卓上ユニット・可撓ホースそれぞれ
から取り外し、且つ新しい又は他の手持ち装置を卓上ユニット・可撓ホースそれぞれに取
り付けることができるので、固体レーザー又は手持ち装置内のその他の素子の交換又は保
守がずっと単純化されるという利点を有する。通常の使用時に、固体レーザー、レーザー
利得媒体又はレーザーダイオードが損傷したり、作動パラメータが低下したりする可能性
がある。固体レーザーの構造は丈夫なので、固体レーザーが標準的な出荷手続きにおける
粗い取り扱いに耐えるかどうか特に注意を払うことなく、卓上ユニット・可撓ホースそれ
ぞれから固体レーザーと共に手持ち装置を取り外して、これを整備又は保守センターへ送
ることができる。使用者は、治療現場で２つの手持ち装置を入手して、一方を使用し、他
方は、第一装置を保守センターへ送らなければならない場合の交換用とすることができる
。これ以前のレーザーシステムの場合、保守のためには使用を中断して、保守作用を行う
技術者が現場にいなければならなかったので、保守はかなり難しい仕事であった。
【００８１】
　別の有利な実施形態によれば、透明のカバーが手持ち装置から取り外し可能であり、こ
のため、治療対象である物質に直接接触する部品を装置から取り外して、例えば廃棄し又
は徹底的に浄化することが可能となる。物質を切除するとき、切除された物質でカバーが
汚染され、次の使用前に徹底的に浄化されなければならない可能性がある。人間の組織を
治療する場合には、物質の広がりを回避しなければならないので、このことが特に重要で
ある。従って、取外し可能なカバーは、手持ち装置全体を集中的に浄化する必要を少なく
し、特に使い捨てカバーを使用できる。
【００８２】
　固体冷却ユニットによって固体レーザーからの過剰な熱を放散するとき、自由流れの空
気冷却は利用可能な時間の範囲内で過剰な熱を取り除くことができないので、これは適切
ではない。従って、パラフィン、フッ化物、炭酸塩、塩化物、水酸化物、硝酸エステル、
硝酸塩、糖アルコール、脂肪酸、包摂化合物、金属（例えば、ガリウム）、合金、上記の
材料の組合せなどのような位相状態変化材料が、熱伝導増大材料（例えば、グラファイト
、ポリマー、金属、半導体、セラミックス、結晶材料、ダイアモンド－銅、炭化ケイ素、
黒鉛状炭素）と一緒に使用される。なぜならば、固体から液体へ又は液体から気体への材
料の状態の変化は、大量の熱エネルギーを吸収して、蓄積したエネルギーを長い時間をか
けて環境に放散できるからである。最も好ましいのは、複数回の使用を可能にするので、
可逆的位相状態変化を持つ材料である。
【００８３】
　添付図面を参照することによって、当業者は、本発明をよりよく理解でき、その利点が
分かる。図面は、特定の実施形態の特定の細部を示すが、本出願において開示される発明
は、図解される実施形態のみに限定されない。
【図面の簡単な説明】
【００８４】
【図１】側面ポンプモノリシック固体レーザーの図である。
【図１ａ】レーザー利得媒体の端面の実施形態を示す。
【図１ｂ】レーザー利得媒体の端面の実施形態を示す。
【図１ｃ】レーザー利得媒体の端面の実施形態を示す。
【図１ｄ】Ｑスイッチを含むレーザーキャビティの実施形態を示す。
【図１ｅ】Ｑスイッチを含むレーザーキャビティの実施形態を示す。
【図２】ポンプ光が直接的に内部結合する、対称に冷却される固体レーザーを示す。
【図２ａ】ポンプ光が直接的に内部結合する、対称に冷却される別の固体レーザーを示す
。
【図３】ポンプ光が間接的に内部結合する、対称に冷却される固体レーザーを示す。
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【図４】半径方向に対称な液体冷却されるレーザーを示す。
【図５】２つのポンプ光を備えるポンプ光が直接的に内部結合する、対称に冷却される固
体レーザーを示す。
【図６】ヒートシンクにおけるレーザーロッドの配列の一例の断面図である。
【図７】ヒートシンクにおけるレーザーロッドの配列の別の例の断面図である。
【図８】図２又は７に従った配列のレーザービームの経路を図式的に示す。
【図９】図２又は７に従った配列のレーザービームの全体経路を図式的に示す。
【図１０】放射レーザービームのエネルギー密度を示す。
【図１１ａ】ダイオードレーザー又は半導体レーザーを通過する電流の関数として平均光
出力パワーを示す。
【図１１ｂ】繰返し率の関数として平均光出力パワーを示す。
【図１２】放射レーザービームのエネルギー密度を示し、レーザーロッドは液体冷却され
ている。
【図１３】別の放射レーザービームのエネルギー密度を示す。
【図１４】図１５の線Ｂ－Ｂに沿って見たヒートシンク付き側面ポンプ固体レーザーの断
面図である。
【図１５】線Ａ－Ａに沿って見た図１４のレーザーの断面図である。
【図１６】側面ポンプセミモノリシック固体レーザーの図である。
【図１７】ポンピング半導体レーザーを駆動する電流及び放射レーザー光のタイムチャー
トである。
【図１８】ポンピング半導体レーザーを駆動する電流及び放射レーザー光の別のタイムチ
ャートである。
【図１９】レーザーをＣＷモードで作動するための、ポンピング半導体レーザーを駆動す
る電流及び放射レーザー光の別のタイムチャートである。
【図２０】波長の関数としてＥｒ：ＹＡＧ材料の吸収係数を示す。
【図２１】モノリシック固体レーザーとその後のレンズを示す。
【図２２】モノリシック固体レーザーとその後のファイバーを示す。
【図２３】卓上ユニットに取り付け可能な手持ち装置を示す。
【図２４】スタンドアロン型手持ち装置を示す。
【図２５】治療装置を示す。
【図２６ａ】作用先端の実施形態を示す。
【図２６ｂ】作用先端の実施形態を示す。
【図２６ｃ】作用先端の実施形態を示す。
【図２６ｄ】作用先端の実施形態を示す。
【発明を実施するための形態】
【００８５】
　次に、本発明の特定の実施形態を詳細に参照する。その例を添付図面に図解する。可能
な限り、図面及び説明において、同じ又は同様の部品には同じ又は同様の参照番号を使用
する。図面は単純化されており、正確な縮尺ではないことが分かるはずである。本明細書
の開示において、便宜上、説明を明白にする目的のみのために、上部、底部、左、右、上
、下、上方、下方、後及び前など方向を表す用語が、添付図面に関連して使用される。上
記の方向を表す用語は、本発明の範囲を限定するものとして解釈されてはならない。
【００８６】
　本明細書において使用される場合、伝導冷却体又は冷却体と言う用語は、熱エネルギー
搬送媒体（例えば、液体、気体、固体材料）、ヒートスプレッダ（例えば、銅、金、アル
ミニウムなどの金属、又はその合金、酸化ベリリウム、窒化アルミニウム、酸化アルミニ
ウム、酸化ジルコニウムなどのセラミックス、ダイアモンド、サファイア、炭化ケイ素な
どの結晶質材料）又は熱エネルギー蓄積バッファ素子（heat energy storing buffer ele
ment）を含むが、これらに限定されない。液体熱エネルギー搬送媒体は、特に、ポンプ光
のために少なくとも部分的に透明な循環液体、移動液体、又は流れない液体である。液体
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熱エネルギー搬送媒体は、例えば、水、水－グリコール混合物、エタノール又はその他の
伝熱流体例えばＳｏｌｖａｙ　Ｓｏｌｅｘｉｓ社のＧＡＬＤＥＮ（登録商標）ＨＴ２００
である。ＧＡＬＤＥＮは、Ｓｏｌｖａｙ　Ｓｏｌｅｘｉｓ社の商標である。別のタイプの
伝導冷却体としては、液体金属及び液体金属合金のような熱伝導液体、例えばガリウム、
液体金属、若しくは混合物、又は例えばＧａｌｉｎｓｔａｎ（登録商標）と呼ばれる液体
金属合金があり、Ｇａｌｉｎｓｔａｎは、ドイツのＧｅｒａｔｈｅｒｍから購入でき、純
粋なガリウムよりも腐食性が低い。さらに別のタイプの伝導冷却体としては、グラファイ
ト、インジウム又はその他の金属で作られた熱伝導箔がある。これを使って、結晶を冷却
体にはんだ付けすることさえできる。
【００８７】
　本明細書において使用される場合、反射器と言う用語は、完全に又は部分的に光を拡散
、反射又は後方散乱する面を含むが、これに限定されない。完全反射面は、例えば、金、
銀、アルミニウム、プラチナ又は誘電体コーティングで被覆された研磨金属面である。別
の完全反射面は、光学的レーザーミラーなど誘電体コーティングで被覆された結晶材料か
ら作ることができる。部分反射反射器又は部分拡散反射器を、例えば光を直接後方に反射
するよりも多くの光を後方に散乱するサンドブラスト加工された金被覆の金属面など、光
を拡散して反射できる粗面又はポンプ光部分透過材料とすることができる。別のタイプの
反射器としては、光を部分的に吸収するが、光のほとんどを反射的よりは散乱的に反射す
るセラミックス材が考えられる。別のタイプの反射器は、Ｓｐｅｃｔｒａｌｏｎ（登録商
標）と呼ばれる種類のプラスチック材で作られることができる。別のタイプの反射器とし
ては、例えばガリウムなどの液体金属及び液体金属合金、又は純粋のガリウムよりも腐食
性の低いドイツのＧｅｒａｔｈｅｒｍから購入できるＧａｌｉｎｓｔａｎと呼ばれる液体
金属合金など、熱伝導性液体が考えられる。さらに、別のタイプの反射器として、インジ
ウム又はその他の金属で作られた反射箔が考えられ、これを用いて、結晶を冷却体にはん
だ付けすることさえできる。
【００８８】
　本明細書において使用される場合、ミラー又はレーザーミラーと言う用語は、完全に又
は部分的に光を反射する面又は基質を含むが、これに限定されない。この種の基質として
は、金属又は結晶材料（例えば、ＹＡＧ、サファイア、溶融石英）の研磨材があり、少な
くとも部分的に反射する表面は、金属コーティング（例えば、金、銀、アルミニウム、プ
ラチナ）又は誘電体コーティングによって得られる。少なくとも部分的に反射する表面を
持つ別のレーザーミラーは、誘電体コーティングで被覆された結晶材料の基質で作られる
ことができる。基質は、その後、レーザー結晶に拡散接合できる。これは、原子レベルの
通常分離不能な成分結合又は接合技術の一種である。
【００８９】
　通常、高反射ミラーは光を１００％反射することができないので、レーザーのこの面に
おいても常にレーザー出力がある。反射率が小さければそれだけ、高反射面でのレーザー
パワーは大きい。レーザーと部分反射器及び高反射反射器との特殊な組合せによって、両
面でほぼ同じ出力パワーを持つレーザーシステムが得られる。
【００９０】
　また、レーザーミラーは、レーザー活性材料上に直接金属コーティング又は誘電体コー
ティングを施すことによっても作ることができる。このレーザーミラーは少なくとも部分
的にレーザー活性材料の所望の放射波長を反射する。レーザーミラーは、反射率が約９９
％以上であれば高反射反射器（ＨＲ）と呼ばれる。反射率９９％未満であればすなわち１
％よりも大きなレーザー光がキャビティを離れる場合、レーザーミラーは出力カプラ（Ｏ
Ｃ）と呼ばれる。光学コーティング特に誘電体コーティングは、ＰＶＤ（物理蒸着）又は
ＣＶＤ（化学蒸着）法によって複数層にして蒸着される。特に、ＰＶＤは光学コーティン
グ層に広く使用されており、ＥＢＳ（電子ビームスパッタリング）又はＥＢＣ（電子ビー
ムコーティング）、マグネトロンスパッタリング、ＩＢＳ（イオンビームスパッタリング
）、ＩＡＰ（イオンアシストメッキ）、ＩＰ又はＲＬＶＩＰ（イオンメッキ又は反応性低
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電圧イオンメッキ）、ＭＢＥ（分子線エピタキシー）、ＭＯＣＶＤ（有機金属化学蒸着）
、ＭＯＶＰＥ（有機金属気相エピタキシー）、及びその他との間には技術の違いがある。
コーティングは、１７００ｎｍから３２００ｎｍの間の波長を持つレーザー光をよく吸収
する物質（たとえば、ＯＨ結合）を含んではならない。ミラーを損傷するもう１つの原因
は、ミラーの層におけるレーザー光の吸収である。従って、ＴｉＯ2、Ｔａ2Ｏ2、ＨｆＯ2

、Ｎｂ2Ｏ5、Ａｌ2Ｏ3、ＳｉＯ2など、所望の波長範囲の光の低吸収の層材料を使用する
と有利である。特定の用途の場合、例えば、ＳｉとＳｉＯ2、フッ化トリウム及びセレン
化亜鉛又は１つのコーティングにおけるいくつかの異なる材料の組合せなど、金属及び／
又は金属酸化物の組合せからなるコーティングを使用すると有利である。例えば、非常に
低吸収の材料の組合せをミラーの部品に使用して、最高の光パワーを得ることができるが
、時には、これらの材料は層の数あるいは反射率の点で限界がある。反射率を増大するに
は、多数の層に成長されうるが吸収はわずかな材料の組合せを、光パワーが低下した上面
に追加できる。このような材料の組合せによって、例えば損傷閾値が非常に高く且つ反射
率が非常に高いミラーを生産できる。好ましくは、このような層の材料は、層当たり２％
未満、特に層当たり０.５％未満、最も好ましくは層当たり０.１％未満の吸収率を有する
。従って、１７００から３２００ｎｍの間の波長を有するレーザー光をよく吸収する材料
でコーティングをしてはならない。コーティング工程の間の主要な相違は、溶着エネルギ
ーである。溶着された材料が低いエネルギーを持つ場合、少なくとも１つのコーティング
層は微小空隙又は微小孔を含む可能性がある。空隙は、充填密度（層全体の体積に対する
層における固体の体積の比率）を低くし、その結果、層の密度を小さくする。密度の低い
層について典型的な層の充填密度は０.７５から０.９未満の範囲である。密度の低い層は
環境的に安定性が低く、層が湿気に曝されると、微小空隙は最終的に水で満たされる。中
赤外のレーザー波長は、水に非常に吸収されるので、微小空隙の中の水は蒸発して、層あ
るいはレーザーミラーを損傷する可能性がある。従って、ＭＩＲ（中赤外）のレーザーシ
ステムには０.９０よりも大きな又は更には０.９９よりも大きな充填密度を持つ層から成
るレーザーミラーしか使用すべきではない。このように高い密度の層は、コーティング層
を溶着させるＩＢＳ（イオンビームスパッタリング）、ＩＡＰ（イオンアシストメッキ）
法を用いて得られる。最も好ましい実施形態において、溶着材料は、１.０５又は１.１０
を超える充填密度を得られる非常に高いエネルギーを有する。過密度層と呼ばれるこのよ
うに非常に高い密度の層は、コーティング層を溶着させるＩＰ（イオンメッキ）、ＲＬＶ
ＩＰ（反応性低電圧イオンメッキ）又はＭＢＥ（分子ビームエピタキシー）法を用いて得
られる。
【００９１】
　本明細書において使用される場合、高密度層は、０.９、好ましくは０.９５、より好ま
しくは０.９９よりも大きな充填密度を持つ層を意味する。最も好ましくは、高密度層は
１.０５又は１.１よりも大きな充填密度を有する。
【００９２】
　本明細書において使用される場合、半導体レーザー、ダイオードレーザー、又はレーザ
ーダイオードは、レーザーダイオード、レーザーダイオードアレイ、ＶＣＳＥＬ（垂直共
振器面発光レーザー）、ＶＥＣＳＥＬ（垂直外部共振器面発光レーザー）、鉛塩レーザー
、量子ドットレーザー、量子井戸レーザー、量子カスケードレーザー、半導体リングレー
ザー、ハイブリッドシリコンレーザーを含むが、これらに限定されない。
【００９３】
　本明細書において使用される場合、「低利得材料」又は「低利得レーザー活性材料」と
言う用語は、Ｅｒ：ＹＡＧの誘導放出断面積すなわち３.０×１０-20ｃｍ2以下の誘導放
出断面積を持つ利得材料、レーザー活性材料、レーザー活性媒体、レーザー利得媒体を意
味する。例として下記のものがあるが、これらに限定されない。
　Ｅｒ：ＹＡＧ（エルビウムドープＹＡＧレーザー結晶ホスト）　２.６～３.０×１０-2

0ｃｍ2

　Ｅｒ：ＹＳＧＧ（エルビウムドープＹＳＧＧレーザー結晶ホスト）　６.５×１０-21ｃ
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ｍ2

　Ｅｒ：ＹＬＦ（エルビウムドープＹＬＦＧレーザー結晶ホスト）　１２.５×１０-21ｃ
ｍ2

　Ｃｒ,Ｅｒ：ＹＳＧＧ（クロム－エルビウムドープＹＳＧＧ）　５.２×１０-21ｃｍ2

　Ｈｏ：ＹＡＧ（ホルミウムドープＹＡＧレーザー結晶ホスト）　１.２×１０-20ｃｍ2

　Ｈｏ：ＹＬＦ（ホルミウムドープＹＬＦレーザー結晶ホスト）　１.４７×１０-20ｃｍ
2

　ＣＴＨ：ＹＡＧ又はＣｒ：Ｔｍ：Ｈｏ：ＹＡＧ（クロム・ツリウム・ホルミウムドープ
ＹＡＧレーザー結晶ホスト）　７×１０-21ｃｍ2

　Ｈｏ：Ｔｍ：Ｅｒ：ＹＬＦ：（ホルミウム・ツリウム・エルビウムドープＹＬＦレーザ
ー結晶ホスト）　１.８×１０-21ｃｍ2

　Ｔｍ：ＹＡＧ（ツリウムドープＹＡＧレーザー結晶ホスト）　１.５～２.５×１０-21

ｃｍ2

　Ｔｍ：ＹＡＰ（ツリウムドープＹＡＰレーザー結晶ホスト）　５.０～６.０×１０-21

ｃｍ2

　Ｈｏ：Ｔｍ：ＹＡＧ（ホルミウム・ツリウムドープＹＡＧレーザー結晶ホスト）　９×
１０-21ｃｍ2

　Ｔｍ：Ｈｏ：ＹＬＦ（ツリウム・ホルミウムドープＹＬＦレーザー結晶ホスト）　５×
１０-21ｃｍ2

　関連するレーザー結晶ホスト材料は、例えば下記のものである。
　ＹＡＧ（イットリウムアルミニウムガーネット）
　ＹＳＡＧ（イットリウムスカンジウムアルミニウムガーネット）
　ＹＳＧＧ（イットリウムスカンジウムガリウムガーネット）
　ＹＧＧ（イットリウムガリウムガーネット）
　ＧｄＶＯ（ガドリニウムバナジウム）
　ＧＧＧ（ガドリニウムガリウムガーネット）
　ＧＳＡＧ（ガドリニウムスカンジウムアルミニウムガーネット）
　ＧＳＧＧ（ガドリニウムスカンジウムガリウムガーネット）
　ＬＬＧＧ（ランタンルテチウムガリウムガーネット）
　ＹＡＰ（イットリウムアルミニウムペロブスカイト）
　ＹＬＦ（フッ化イットリウムリチウム）
　ＢＹＦ（フッ化バリウムイットリウム）
　ＹＡＧ、Ｌｕ2Ｏ3、Ｓｃ2Ｏ3及びＹ2Ｏ3のようなセラミックスホスト結晶
【００９４】
　図１は、本発明の実施形態に使用される側面ポンプモノリシック固体レーザー１を示す
。基本的なレーザー構造は意図的に単純化されている。レーザー１は、レーザー利得媒体
２、好ましくはＥｒ：ＹＡＧを含む。レーザー共振器３がモノリシックブロック構造体の
端面４によって形成され、高反射反射器（ＨＲ）レーザーミラー４ａが利得媒体２上に直
接溶着され、出力カプラ（ＯＣ）レーザーミラー４ｂが利得媒体２の反対側の端面に直接
溶着される。出力カプラ４ｂは、９２.５％から９９％の範囲の反射率を持つことが最も
好ましい。これは、レーザー光の約１％～７.５％が出力カプラ４ｂを通過して利得媒体
２から離れることを意味する。利得媒体２は、ポンプ源５によってポンピング面２ａで側
面ポンプを受ける。ポンプ源５は、少なくとも１つの半導体レーザー、好ましくは光線５
ａを放射するダイオードレーザーアレイを備える。レーザー共振器３は、３ｍｍ以下の直
径を有し、従って約７.５ｍｍ2未満の断面積を有する。
【００９５】
　図１に開示される側面ポンプ固体レーザー１は、平面－平面共振器（フラット－フラッ
ト共振器とも呼ばれる）、すなわち、端面が光軸Ｌに対して直交し、光軸Ｌに９０度に対
して角度偏差が０.０５度以下である共振器であり、高反射レーザーミラー４ａ及び外部
結合部分透過レーザーミラー４ｂを備える。外部結合レーザーミラー４ｂは、１％～７.
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５％の透過率を有する。特定の用途の場合、Ｑスイッチ用の電気光学セル又は音響光学セ
ル又は波長同調用のエタロンなどの共振器内素子１１を、レーザーロッドとレーザーミラ
ーとの間に導入できる。可飽和吸収体又は飽和性吸収体又はＳＥＳＡＭもＱスイッチに適
するかもしれない。可飽和吸収体は透過性素子又は反射性素子として作用することができ
る。可飽和吸収体は、本明細書において述べるホスト材料の１つで作られることができ、
例えば希土類元素がドープされうる。また、可飽和吸収体はレーザー活性利得材料に直接
拡散接合できる。レーザー１は、例えば、ＣＷ、ポンプダイオードレーザーの擬似ＣＷ作
動によって得られる利得スイッチング又はパルスモード（すなわち、ポンプ変調）のうち
の１つの作動モードでエネルギーを放射できる。図１は、平らな反射性レーザーミラー４
ａ及び外部結合レーザーミラー４ｂによって被覆された平らな端面４を持つ利得媒体２を
開示する。別の有利な実施形態において、少なくとも一方の端面４は、わずかな非対称レ
ンズ問題及び熱レンズ問題を補正するために、凸面、凹面、非球面凸面若しくは非球面凹
面、又は光軸Ｌ（レーザー出力軸）に対して８９.７°～９０.３°の角度を持つ平らな面
（いわゆる、ウェッジ）を持つことができるので、端面４に直接溶着される反射性レーザ
ーミラー４ａ及び外部結合レーザーミラー４ｂはそれぞれの端面４の形状を採用する。こ
のようなレーザー共振器３の両端のレーザーミラー４ａ、４ｂはビーム成形又は熱レンズ
の調節を可能にする。レーザーキャビティは非常に短いので、凸面又は凹面の端面を使用
するためには、レーザー利得材料の製造において高度な精度が要求される。このような曲
面端面に関して重要な特性の１つは、光軸Ｌに対して３分以下の角度の中心性が必要であ
ることである。レーザー利得媒体２は、低利得レーザー活性材料から成ることが最も好ま
しい。
【００９６】
　図１に開示される固体レーザー１は、キャビティの外部に配置されたＱスイッチも備え
ることができる。Ｑスイッチは、出力カプラ上に配置され、付加的反射面として作用して
、Ｑスイッチがブリーチング（bleaching）（例えば可飽和吸収体又はＳＥＳＡＭ）のた
めに切り替わるまで、又は制御手段を介して能動的に活動化／非活動化されて反射率がレ
ーザーへ戻される外部結合光の完全反射から外部結合光の完全透過になるまで、キャビテ
ィ内のレーザーパワーを増大できる。
【００９７】
　また、図１に開示される固体レーザー１は冷却手段（詳細は図示せず）を備える。冷却
配列の例は例えば図２～７に開示される。
【００９８】
　図１に開示される実施形態は、円形のレーザー利得媒体が３ｍｍ以下の小さい直径すな
わち約７.５ｍｍ2未満の断面積を持つので、レーザー利得媒体２内においてポンプ源５の
ポンプ光５ａがほぼ均質の高い強度を持つことができ、レーザー利得媒体２内で均質の高
強度のレーザー光が発生するという利点を有する。さらに、出力カプラ４ａの反射率が９
２.５％から９９％までの範囲と比較的高いので、高強度の出力レーザービームＢを効率
よく発生できる。さらに、両端面４に反射性コーティング４ａ、４ｂを備えることにより
、端面４におけるレーザー光の損失が減少し、これも、高強度のレーザービームＢに貢献
する。これらの措置が全て組み合わされて、約１Ｗ／ｍｍ2～１０8Ｗ／ｍｍ2の範囲の強
度に集束されうる高品質のレーザービームを放射できるダイオード側面ポンプ固体レーザ
ーの構成を可能にする。従って、本発明に係る固体レーザーは、高い効率を示すので、ポ
ンプ源５の中程度のポンプパワーで、所望のパワー及び質を持つレーザービームＢを充分
に生成できる。図１において、レーザー利得媒体２の断面は円形である。レーザー利得媒
体２の断面は、長方形、三角形、多角形又は正方形など他の形状を有してもよい。
【００９９】
　図１ａは、レーザー利得媒体２を詳細に示し、図示される右側の端面４は、端面４に接
着された研磨金属ブロック又は表面４ｃによって被覆されて、高反射（ＨＲ）レーザーミ
ラー４ａを形成する。左側の端面４は、金属層又は半導体層など基質４ｄで被覆されて、
出力カプラ（ＯＣ）レーザーミラー４ｂを形成する。
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【０１００】
　図１ｂは、レーザーミラー４ａ及び４ｂを備えるレーザー利得媒体２の別の実施形態を
詳細に示す。レーザーミラー４ａ及び４ｂは、金属層又は半導体層など基質４ｄによって
被覆された結晶構造体４ｅを備える。結晶構造体４ｅは端面４に接着される。結晶構造体
４ｅは、応力減少素子として作用して、レーザー作用の安定性を改良し、熱レンズ効果を
減少して、広い作動範囲に亘って高いレーザー安定性に貢献する。また、結晶構造体４ｅ
は、結晶上に直接溶着されて熱の過負荷によって損傷することが多い光学コーティングよ
りも安定した光学コーティングにも貢献できる。
【０１０１】
　図１ｃは、端面４にコーティングされた金属層又は半導体層などの基質４ｄから成るレ
ーザーミラー４ａ及び４ｂを持つレーザー利得媒体２の別の実施形態を詳細に示す。この
レーザーミラー４ａ及び４ｂは、レーザー利得媒体２の端面４に取り付けられて、少なく
とも部分的にレーザー光Ｂを反射すべく高反射レーザーミラー４ｂ及びレーザーミラー４
ａをそれぞれ形成する。
【０１０２】
　図１ｄは、Ｑスイッチ又は可飽和吸収体１１を含む実施形態を示す。図１ｅは、Ｑスイ
ッチ又は可飽和吸収体１１を含む別の実施形態を示す。図１ｄ及び１ｅに係る実施形態に
おいて、Ｑスイッチ１１はレーザー活性媒体２と出力カプラ（ＯＣ）との間に配置される
ことも可能である。図１～１ｅに開示される実施形態の組み合わせも当然可能である。
【０１０３】
　図２は、側面ポンプモノリシック固体レーザー１の有利な実施形態を示し、側面ポンプ
モノリシック固体レーザー１は、伝導冷却体６と熱伝導的に接続されたレーザー結晶又は
利得媒体２を備える。また、伝導冷却体６は利得媒体２を保持している。ポンプ源５は利
得媒体２の側面に配置される。反射器７はポンプ源５の反対側に配置される。反射器７に
加えて、伝導冷却体の面６ｃは、例えば適切なコーティングによって、反射特性を持つこ
とができるので、冷却体の面６ｃを反射器としても使用できる。ポンプ源５のポンプ光５
ａは、側面２ａにおいて利得媒体２へ入射し、反対側の面２ｂにおいてこれから離れる。
利得媒体２におけるレーザービーム５ａの吸収に応じて、出射ビーム５ｂすなわち利得媒
体２内で吸収されないレーザービーム５ａの部分は利得媒体２から出射する。それによっ
て、吸収されなかった残留ポンプ光５ｂは、反射器７ｂに衝突し、少なくとも部分的に反
射されて、反射レーザービーム５ｃを生じ、反射レーザービーム５ｃは利得媒体２へ入射
する。利得媒体２及びポンプ源５（ダイオードレーザー）の光学的特性に応じて、レーザ
ービーム５ｆは利得媒体２を平行方向に又は別の方向に横切る。図２は、レーザー結晶２
内へのレーザービーム５ａの直接ポンプ光内部結合を開示する。ダイオードレーザー５に
よって放射されたポンプ光はスリット６ｅを通過して結晶２へ導かれる。スリット６ｅに
は、例えばＹＡＧ（イットリウムアルミニウムガーネット）又はサファイアなどのポンプ
光透過材料を充填して、より均質で対称な熱搬送を容易にして、最終的に固体レーザーを
さらに安定させることができる。さらに、透過材料をポンプ光の導波路として設計して、
さらにレーザー結晶内部でのポンプ光分布を改良できる。この実施形態は、レーザー結晶
２が冷却体６内に対称に配置されて保持される、対称に冷却される固体レーザー利得媒体
２を開示する。最も好ましい実施形態において、側面ポンプモノリシック固体レーザー１
は、長手軸線Ｌを有するレーザー利得媒体２を含むレーザー共振器複合構造体３を備え、
レーザーは、レーザー利得媒体２と接触する接触面６ｃを備える伝導冷却体６を備え、接
触面６ｃはレーザー利得媒体２の長手軸線Ｌに対して対称に配置されることが最も好まし
い。この最も好ましい実施形態において、長手軸線Ｌに対して対称に冷却されるようにレ
ーザー利得媒体２を冷却できる。伝導冷却体６の１つの目的は、レーザー利得媒体２から
ヒートシンク（図示せず）へ熱を搬送することである。ヒートシンクを、例えば、伝導冷
却体６の外面にすることができる。また、伝導冷却体６を熱電冷却体及び／若しくは強制
空冷ヒートシンク、又は熱電冷却体及び／若しくは水冷システム（図２には図示せず）な
どの付加的な冷却体に接続できる。伝導冷却体６は、熱を搬送するのに適する材料から成
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り、最も好ましくは、銅などの金属、セラミックス、結晶材料、又は本明細書において反
射器に適するものとして言及されるその他の材料で作られる。図２に開示されるように、
伝導冷却体６は、レーザー利得媒体２と並んで配置され且つ側面２ａと反対側に配置され
た冷却体キャビティ６ｄを備える。ポンプ光５ａは側面２ａを通過してレーザー利得媒体
２へ入射する。反射器７は、冷却体キャビティ６ｄ内に配置されるので、反射器７は冷却
体キャビティ６ｄの少なくとも１つの側壁の反射面であることを意味する。側壁も反射性
コーティングで被覆されうる。熱ヒートシンクペースト、ガリウムなどの液体金属、又は
１つ以上の固体金属の粒子を含む液体金属の混合物などのサーマルコンパウンドを利得媒
体２と伝導冷却体６との間に充当することによって、利得媒体２から伝導冷却体６への熱
伝達を改良するさらなる措置を講じることができる。
【０１０４】
　広範囲のポンプ光５ａパワーに亘って作用するモノリシックレーザー共振器構造体３に
とって対称な熱伝達は不可欠である。接触面６ｃがスペース６ｄに置き換えられたレーザ
ー結晶２は、ポンプ光５ａが高パワーのときに不安定になり、レーザー共振器構造体３は
レーザー放射を停止する。図２に図解する実施形態の対称な熱伝達は、対称な熱レンズを
生じるので、レーザー共振器構造体３を不安定化にすることなく、広範囲なポンプ光５ａ
パワーに亘ってレーザー放射が発生される。また、傾斜端面４によって非対称な熱伝達又
は非対称な熱レンズを補償することが可能であるが、これは、レーザー共振器構造体の効
率的な作動をたった１つの特定のポンプ光５ａパワーのみに限定する。
【０１０５】
　図２ａは、伝導冷却体６と熱伝導的に接続されたレーザー結晶すなわち利得媒体２を備
える側面ポンプモノリシック固体レーザー１の別の有利な実施形態を示す。レーザー１は
、長手軸線Ｌに対して側面２ａと反対側に配置された反射器７を備え、反射器７はレーザ
ー利得媒体２のすぐ横に配置される。または、反射器７はレーザー利得媒体２のすぐ上に
配置される。
【０１０６】
　図３は、伝導冷却体６と熱伝導的に接続されたレーザー結晶すなわち利得媒体２を備え
る側面ポンプモノリシック固体レーザー１の別の実施形態を示す。ポンプ源５は、利得媒
体２の横に配置される。図２の実施形態と異なり、図３の実施形態はレーザー結晶２内へ
のレーザービーム５ａの間接的ポンプ光内部結合を開示する。図３に示されるように、レ
ーザービーム５ａの少なくとも一部は、利得媒体２に入射する前に冷却体６の内面６ｉで
反射される。内面６ｉは、ダイオードレーザー５からレーザー利得媒体２へ至る冷却体６
のギャップの表面である。ポンプ光５の光路が長くなることの利点は、ポンプ光５がより
よく混合／散乱し、利得媒体すなわち結晶２のポンピングがより均質になることである。
この光路は、また、異なる放射角度を有する異なるダイオードレーザー５を利用するのに
有利である。すなわち、高輝度又は低輝度のダイオードレーザーを使用できる。図３に示
される代表的な実施形態は平面Ｃに対して対称である。冷却体６の内部ギャップ６ｍの幅
は、図３に開示されるように変動するか、又は図２に開示されるように同じ幅を持つこと
ができる。
【０１０７】
　伝導冷却体６の熱管理及び熱制御は、空冷によって行われることが最も有利であるが、
熱電冷却も可能であり、また水冷が適切な場合もある。
【０１０８】
　図４は、冷却体６と熱伝導的に接続されたレーザー結晶すなわち利得媒体２を備える側
面ポンプモノリシック固体レーザー１の別の実施形態を示す。利得媒体２は、長手方向Ｌ
において、流体、特に水又は冷却流体を含む水によって取り囲まれ、流体は、結晶の外面
２ｃと冷却体６の管状部材６ｂとの間を流れる。管状部材６ｂは、長手軸線Ｌと同軸に配
置される。開示される例において、３つのポンプ源５は利得媒体２の長手軸線Ｌに対して
１２０°の角度で離間され且つ利得媒体２の側面に沿って配置される。各々それぞれのポ
ンプ源５の反対側に配置された３つの対応する反射器７は、ポンプ源５のポンプ光５ａが
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利得媒体２へ入射して、吸収されず残って出射するポンプ光５ｂ（側面２ａの反対側で利
得媒体２を離れるポンプ光５ａの部分）が、利得媒体２を出射し、反射器７に衝突して、
少なくとも部分的に反射器７によって反射されて、反射出射ポンプ光５ｃを形成し、反射
出射ポンプ光５ｃの少なくとも一部は再び利得媒体２へ入射するように配置される。図４
はレーザー活性媒体２へのポンプ光５ａの直接ポンプ光内部結合を示す。この実施形態は
、レーザー結晶２が冷却体６内に対称に配置されて保持される、対称に冷却される利得媒
体２を開示する。冷却体は、レーザー活性媒体２に対して同心に配置された管状部材６ｂ
を備える。外側管状部材６ｂ及びレーザー結晶２の表面２ｃは、流体冷却媒体が流れる容
積を定める。冷却体６は、利得媒体２を取り囲み好ましくは利得媒体２と直接接触する固
形中空管状部材として構成できる。このような固形冷却体６は、例えば、銅などの金属で
構成されうる。開示する実施形態は長手軸線Ｌに対して対称であり、反射器７及びポンプ
源５はそれぞれ１２０度の角度で配置されるが、他の対称角度分布の配列が有用である場
合もある。
【０１０９】
　図５は、図２の実施形態の設計と同様であるが、長手軸線Ｌに対して９０度の間隔で配
置された２つのダイオードレーザー５を備えるレーザー１を示す。レーザー１は、レーザ
ー利得媒体２に接触する接触面６ｃを備える伝導冷却体６を備え、接触面６ｃはレーザー
利得媒体２の長手軸線Ｌに対して対称に配置される。接触面６ｃは冷却体キャビティ６ｄ
の壁７、７ａ特に側壁７ａと同様に反射器としても使用できる。
【０１１０】
　図６は図２の実施形態と同様の設計の別のレーザー１を示す。レーザー１は、レーザー
利得媒体２と接触する接触面６ｃを備える伝導冷却体６を備え、接触面６ｃはレーザー利
得媒体２の長手軸線Ｌに対して対称に配置される。伝導冷却体６は上部６ｈ及び２つの下
部６ｇを備え、レーザー利得媒体２は上部６ｈと２つの下部６ｇとの間に締め付けられる
。伝導冷却体６は、ダイオードレーザー５の光がレーザー利得媒体２に入射できるように
するスリット６ｅを備える。スリット６ｅの反対側に、伝導冷却体６は、接触面６ｃがレ
ーザー利得媒体２の長手軸線Ｌに対して対称に配置されるように、冷却体キャビティ６ｄ
を備える。冷却体キャビティ６ｄは、レーザー利得媒体２から出射する光を反射する反射
器７を備える。また、冷却体キャビティ６ｄの側壁７ａも反射器として使用できる。
【０１１１】
　図７は図２の実施形態と同様の設計の別のレーザー１を示す。レーザー１は、熱伝導冷
却体６、例えば、金属冷却体６と、レーザー利得媒体２を冷却体６に熱的に接続する熱伝
導基質６ｋとを備え、ダイオードレーザー５の光がレーザー利得媒体２内へ放射されてレ
ーザー利得媒体２を加熱すると、レーザー利得媒体２と冷却体６との間に熱の流れ６ｆが
生じる。利得媒体２と熱伝導基質６ｋとの接触面６ｃはレーザー利得媒体２の長手軸線Ｌ
に対して対称に配置される。
【０１１２】
　図１０は、図７に開示されるレーザー１のレーザー利得媒体２によって放射されたレー
ザービームＢのエネルギー分布又はｘ方向及びｙ方向の信号強度を図式的に示す。対称な
熱の流れ６ｆは楕円形のエネルギー密度を生じる。本発明に係る実施形態の１つの利点は
、最も好ましくはレーザー利得媒体２において図１０に示すエネルギー分布と同様の対称
な温度分布があることである。最も好ましくは、温度分布は、ダイオードレーザー５によ
ってレーザー利得媒体２へ入力される広範囲のパワーにおいて対称又はほぼ対称である。
この効果は、長手軸線Ｌに対して対称にレーザー利得媒体２を冷却することによって得ら
れる。この配列はレーザーの作動時の熱収差を減じることができる。本発明に係る対称な
冷却形状は、通常、レンズ効果、応力誘発の複屈折、及びその他の光学収差を引き起こす
未補償の温度勾配を回避する。本発明に係るレーザー１は対称な冷却形状のおかげでこの
効果を示さない。最も有利には、ミリジュールからジュールのパルスエネルギー領域にお
いて高いピークパワーのパルスを発生させるために、レーザー利得媒体２の側面ポンプの
ために高パワーの擬似ＣＷダイオードアレイ５が使用される。レーザー利得媒体２は典型
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的にはロッド又はスラブである。本発明に係るレーザー１は、作動時にほとんど熱収差無
しに、広いエネルギー範囲において作動できる。従って、熱収差を補償するための措置を
必要とすることなく、高パワーレーザー光を提供できる安価且つ信頼性の高いレーザー装
置がもたらされる。
【０１１３】
　高性能で作動するレーザー装置１を提供するさらなる措置、特に高強度、高パルスエネ
ルギー及び高パルス繰返し率を得るためのさらなる措置を、図７～９に示す以下の代表的
な実施形態において開示する。図７は冷却体１内に配置されたレーザーロッド２を備える
レーザー装置１の断面図である。利得媒体２と熱伝導基質６ｋとの接触面６ｃはレーザー
利得媒体２の長手軸線Ｌに対して対称に配置される。レーザー１は、図１に示されるよう
なレーザー共振器構造体３を備えるモノリシック固体レーザー１であり、レーザーロッド
２の一方の端面に高反射反射器４ａを持ち、レーザーロッド２の他方の端面に出力カプラ
４ｂを持つ。レーザーロッド２の材料は例えばＥｒ：ＹＡＧを含む。レーザーロッド２は
、例えば、直径１ｍｍ、１.４ｍｍ、又は２ｍｍである。ダイオードレーザーアレイ５は
、７６０ｎｍ～８１５ｎｍ又は９５５ｎｍ～９８５ｎｍの範囲の波長を有する。図２０は
、波長の関数としてＥｒ：ＹＡＧの吸収係数を示す。ダイオードレーザーアレイ５の波長
がレーザー活性材料２の最大吸収に対応するようにダイオードレーザーアレイ５の波長を
選択することが知られている。本発明の１つの付加的態様は、このような波長の選択によ
って、ダイオードレーザーアレイ５のポンプ光がレーザーロッド２によって非常に吸収さ
れるという不利点を持つことを発見したことである。その結果、ポンプ光がレーザーロッ
ド２の側面２ａの領域においてすでに吸収されていて、ほとんどの電子が活性化されるは
ずのレーザーロッド２の中心へ少量のポンプ光しか入射できないことになる。レーザーロ
ッド２における吸収を減少させるようにダイオードレーザー５の主波長を選択することに
よってこの効果の問題が克服されることが判明した。図２０に基づいて、レーザー利得媒
体２のピーク吸収に対してダイオードレーザー５の主波長をシフトするように主波長を選
択することによってこれが可能になる。ダイオードレーザー５の主波長は、レーザー利得
媒体２の低吸収係数又は最小吸収係数において選択されることさえできる。使用される低
利得レーザー活性材料に応じて、ポンプ光吸収ピークに対する選択されたポンプ光波長か
らの偏差が変動可能である。例えば、ダイオードレーザー５の波長を、レーザー利得媒体
２のピーク吸収線に対して最高１５ｎｍまで、好ましくは１０ｎｍまでシフトできる。ピ
ーク吸収線は、例えばＥｒ：ＹＡＧを使用する場合約９６４ｎｍであり、高吸収領域の平
均中心である。さらに、ダイオードレーザー５のポンプ光が、図７～９に示されるように
導かれて、好ましくはダイオードレーザー５の光でレーザー利得媒体２を均等に照射でき
ることは有利である。
【０１１４】
　図７及び８にレーザーポンプ光５の経路を図式的に示す。ダイオードレーザー５はポン
プ光５ａを放射し、ポンプ光５ａはレーザー利得媒体２へ入射して、部分的にレーザー利
得媒体２を横切って、出射ポンプ光５ｂとしてレーザー利得媒体２を離れる。ポンピング
半導体レーザーの波長は、例えば７６０ｎｍ～９８５ｎｍの範囲である。出射ポンプ光５
ｂは、冷却体キャビティ６ｄの反射器で反射されて、反射ポンプ光５ｃとして散乱して戻
り、再びレーザー利得媒体２へ入射して、反射ポンプ光は部分的にレーザー利得媒体２を
横切って、反射出射ポンプ光５ｄとしてレーザー利得媒体２を離れることができる。
【０１１５】
　例えば、ダイオードレーザー５の全放射エネルギーの１００％がレーザー利得媒体２に
入射でき、全放射エネルギーの６４％がレーザー利得媒体２において吸収されて、全放射
エネルギーの３６％が出射ポンプ光５ｂとしてレーザー利得媒体２を離れる。出射ポンプ
光５ｂは、反射器７で反射して、全放射エネルギーの約３６％が反射ポンプ光５ｃとして
レーザー利得媒体２へ入射し、全放射エネルギーの約１０％が反射出射ポンプ光５ｄとし
てレーザー利得媒体２を離れる。
【０１１６】
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　図８に示されるように、ダイオードレーザー５及び反射器７は、長手軸線Ｌとダイオー
ドレーザー５及び反射器７の各々との間の距離Ｄ１、Ｄ２が長手軸線Ｌに対して等しくな
るように配置されることが最も好ましい。言い換えると、好ましい実施形態において、ポ
ンプ源５と長手軸線Ｌとの間の光路の長さは、長手軸線Ｌと反射器７との間の光路の長さ
と同じ又はほぼ同じである。図９は、ダイオードレーザー５の光の経路をより明白に示し
、反射ポンプ光５ｃの経路は、図解のために反射器７の右側に示され、レーザー利得媒体
２へ入射し、出射ポンプ光５ｄとしてレーザー利得媒体２を離れる。ダイオードレーザー
５によって放射されたポンプ光５ａは、レーザー利得媒体２へ入射し、ポンプ光５ａの一
部は出射ポンプ光５ｂとしてレーザー利得媒体２から出射する。出射ポンプ光５ｂは反射
器７で反射されるので、反射ポンプ光５ｃは再びレーザー利得媒体２へ入射し、反射ポン
プ光５ｃの一部は反射出射ポンプ光５ｄとしてレーザー利得媒体２から出射する。図８及
び９に示されるポンプ光のビーム経路の１つの利点は、レーザー利得媒体２が均質に又は
ほぼ均質に照射されることである。レーザー利得媒体２がこのように照射されることの１
つの利点は、これによって、高パワー密度が得られ、ガウス強度分布に非常に類似した適
切なビームプロファイルも得られることである。
【０１１７】
　最も好ましい実施形態において、ポンプ源５すなわちダイオードレーザー５の波長は、
レーザ利得媒体２の特性に応じて、ポンプ光５ａの３０％～７０％、より好ましくは５０
～６５％がレーザー利得媒体２によって吸収され、残りが出射ポンプ光５ｂとしてレーザ
ー利得媒体２から出て行くように選択される。このような波長は、利得媒体２が均質に照
射されることを保証する。最も好ましくは、ポンプ源５の波長は９５５ｎｍ～９８５ｎｍ
の範囲で選択される。ポンピング光５の波長が使用されるドーピング材料によって決まる
ので、所望の波長を放射するダイオードレーザー５を製造できる。利得媒体２がホルミウ
ム又はツリウムを含む場合、最も好ましくは、ポンプ源５の波長は７６０～８１５ｎｍの
範囲で選択される。
【０１１８】
　最も有利には、接触領域６ｃ、ひいてはレーザー利得媒体２から冷却体６への熱の流れ
６ｆが図７に示されるように長手軸線Ｌに対して対称であり、図７～９に示されるように
、光路５ａ、５ｂ、５ｃ、５ｄによって、レーザー利得媒体２が長手軸線Ｌに沿って中心
において最も熱くなる効果が導かれる。この実施形態は、高パルスエネルギー及び高パワ
ーを与えることができ且つレーザー利得媒体２の温度上昇による温度効果が最小限である
という利点を有する。この実施形態は、さらに、レーザー利得媒体２の温度上昇による温
度効果が小さく且つレーザー利得媒体２が効果的に冷却されるので、高い繰返し率を可能
にするという利点を有する。
【０１１９】
　図１１ａは、様々なパルス繰返し周波数及び様々なパルス長について、ダイオードレー
ザー５を通過する電流の関数として、平均光出力パワーであるレーザーパワーを示す。同
じ構成の２つの固体レーザー１が、パルス長１００μｓ、５００Ｈｚで作動される。同じ
構成の２つの固体レーザー１が、パルス長２００μｓ、２５０Ｈｚで作動される。同じ構
成の２つの固体レーザー１が、パルス長２００μｓ、５００Ｈｚで作動される。また、図
１１ａは、同じ構成の２つの固体レーザーがわずかな変動のみを有すること、すなわち同
じ構成を有する本発明に係る固体レーザーの変動が小さいことを示す。
【０１２０】
　本発明に係る固体レーザー１は、図１１ｂに示されるように、広い繰返し率に亘って比
較的高いレーザーパワーを生成し、このレーザーパワーは平均光出力パワーである。固体
レーザー１は、図１１ｂに示されるように、１００Ｈｚから１０００Ｈｚまで又はそれ以
上で作動できる。
【０１２１】
　上述の独創的な措置の効果は、ｘ方向及びｙ方向の平面上におけるレーザービームＢの
エネルギー密度を示す図１２及び１３に示されるレーザーモードプロファイルから分かる
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。図１２は、放射されたレーザービームＢのエネルギー密度を示し、レーザーロッドは水
冷される。図１３は、放射されたレーザービームＢのエネルギー密度を示し、レーザーロ
ッドは図２による配列によって冷却される。効率の良い冷却の効果は、好ましくは、低繰
返し率及び低熱負荷並びに高繰返し率及び高熱負荷がレーザービームＢの質を歪めないこ
とである。レーザー利得媒体２は最も好ましくは円筒形又は楕円円筒形である。楕円円筒
形は、例えば図２、２ａ、３又は５～７に示される冷却体６などの伝導冷却体６によって
生じたレーザービームの歪みを均等化することができるので、図１２に示されるようなエ
ネルギー密度を有するレーザービームＢを得ることができるという利点を有する。
【０１２２】
　図７～９の実施形態は、例えば、Ｅｒ：ＹＡＧレーザーロッドを備えるレーザー結晶２
を持つものとして前に説明した。図１～１６に開示する実施形態は、全て、他の適切な材
料のレーザーロッドを備えて、図７～９に関して説明されるのと同じ又は同様の効果を得
ることができる。最も好ましくは、レーザー利得媒体２は、Ｅｒ：ＹＡＧ、Ｅｒ：ＹＳＧ
Ｇ、Ｈｏ：ＹＡＧ又はＨｏ：Ｔｍ：ＹＡＧなどの低利得材料である。
【０１２３】
　図１４は、側面ポンプ固体レーザー１の断面図である。レーザー１は、冷却体６の下部
６ｇと上部６ｈとの間に固定されたレーザー利得媒体２を備える。また、レーザー１はベ
ースプレート６ｌを備える。ダイオードレーザーアレイ５は、レーザー利得媒体２をポン
プするためにレーザー利得媒体２に沿って配置される。半導体レーザーのアレイ５はプリ
ント回路基板などのプレート６ｎ上に固定される。図１４に示されるように、レーザー利
得媒体２は、冷却体６内に配置されない自由端２ｄを持つことが最も好ましく、長手軸線
Ｌの方向の自由端２ｄの長さは約１ｍｍであることが好ましい。自由端２ｄは、応力減少
素子として作用して、レーザー発振の安定性を改良し且つ熱レンズ効果を減少して、それ
により広い作動範囲でレーザー安定性を高める。最も好ましくは、図２、２ａ、３、５、
６及び７に開示される実施形態は、全て図１４に示すような自由端２ｄを備え、自由端は
約１ｍｍの長さを持つことが好ましい。図１５は、レーザー利得媒体２を示す図１４の実
施形態のＡ－Ａに沿って見た別の断面図であり、利得媒体はロッドの形状を有し且つ冷却
体６の下部６ｇと上部６ｈとの間に固定される。ポンプ源５すなわちダイオードレーザー
アレイは、レーザー利得媒体２と並んで配置される。
【０１２４】
　図１６は、レーザー利得媒体２と、ポンプ源５と、出力カプラ４ｂと、離間された高反
射反射器４ａとを備えるレーザー共振器構造体３を示す。図１ａに示す完全反射レーザー
ミラー（利得媒体２の端面の一方に配置される）がキャビティ内の高パワーのせいで熱く
なりすぎる場合、このような実施形態が必要であるかも知れず、端面の一方に配置された
反射レーザーミラー４ａの代わりに、離間された反射レーザーミラー４ａが使用される。
【０１２５】
　図１７は、ポンプ光５（上の曲線）及び放射レーザービームＢ（下の曲線）対時間を示
す。ポンプ光５は、レーザー利得媒体２がレーザービームＢを放射するまで、レーザー利
得媒体２をポンプする。開示される例において、ポンプ光５は、レーザー利得媒体２がレ
ーザービームＢを放射すると直ちに停止する。これは、１～５μｓのパルス長の非常に短
いレーザーパルスをもたらす。レーザー利得媒体２をより長い時間ポンプするようにポン
プ光５を長くしてもっと長いパルスを得ることができ、これによって、レーザービームＢ
のパルスが長くなる。図１８は、より長い時間にわたるパルス光５（下の曲線）及び放射
レーザービーム（上の曲線）対時間を示す。例えば、レーザービームＢが定期的に放射さ
れるように、ポンプ光５を、図１８に示されるように周期的に放射できる。図１９は、Ｃ
Ｗモード（連続波モード）でレーザーを作動する際のポンピングダイオード５を駆動する
電流又はポンプ光５（下の曲線）及び放射レーザー光対時間の図である。
【０１２６】
　図２１はモノリシック固体レーザー１の側面図であり、レーザービームＢは、レーザー
ビームＢの焦点を標的１０に合わせるように、レンズ８ａ、８ｂによって拡散されて集束
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される。図２２はモノリシック固体レーザー１の側面図であり、レーザービームＢは、レ
ーザービームＢの焦点を光ファイバー９内へ合わせるように、レンズ８ａ、８ｂによって
拡散されて集束される。好ましい実施形態において、光ファイバー９の直径は、１００μ
ｍ～２５０μｍの範囲であり、最も好ましくは２００μｍ以下である。光ファイバー９内
へ入るレーザービームＢの直径は、好ましい実施形態において１００μｍ以下である。光
ファイバー９の出口に又は出口端の後に追加のレンズを配置できる。７.５ｍｍ2未満の断
面積を有する本発明に係るレーザー利得媒体２は、出射レーザービームＢを１００μｍ以
下の直径に集束できるという利点を有する。既知のレーザー利得媒体２は、３.５ｍｍ又
はそれ以上の直径を有し、レーザー利得媒体２のレーザービームＢを約４００μｍの直径
にしか集束できず、高強度のレーザービームを生成できないという問題を生じる。さらに
、３００μｍ～５００μｍの範囲の直径を有する光ファイバー９が必要とされた。従って
、本発明に係る固体レーザー１は、高強度のレーザービームＢを放射でき且つビームの直
径が小さいので、例えば２００μｍ以下の直径を有する小さい光ファイバー９を使用でき
る。従って、比較的高い強度のレーザービームＢが光ファイバー９を通過できる。
【０１２７】
　好ましい実施形態において、本発明に係るレーザー１は特に１７００ｎｍ～３２００ｎ
ｍの範囲の波長を有する。最も好ましくは、約２９５０ｎｍの波長が使用される。なぜな
らば、この波長は、ＭＩＲ（中赤外）領域の水吸収スペクトルにおいて主要な極大である
からである。紫外線領域においては別の水吸収ピークがあるが、この波長は、生物組織を
治療又は切除するのに安全ではない。最も好ましくは、利得媒体２は、２.７３から２.９
５μｍの範囲のレーザー光を発するエルビウムドープの結晶レーザーロッドから成る。レ
ーザー光は、ＴＥＭ００モードで発生せしめられ、熱効果を克服すべく強力に集束される
。時間的なパルス幅の制御によって、均等な時間パルスパターンを得ることができる。ポ
ンプ光５を放射するダイオード又は半導体レーザーは、ダイオードアレイを備えることが
でき、ダイオードアレイは、利得媒体を側面ポンプするために光学的に整列されうる。ダ
イオードで側面ポンプされるエルビウムドープの結晶利得媒体２は２.７３から２.９５μ
ｍの波長を放射できる。ポンピングは、例えば、９５５から９８５ｎｍで放射するバー又
はアレイとして構成されたＩｎＧａＡｓダイオードレーザーによって実現されることがで
き、４０Ｗのピークパワーで開始しうるパワーレベルでＣＷ（連続波）又はＱＣＷ（擬似
連続波）作動モードにおいて供給されうる。最適化された出力結合を用いると、光－光効
率は、少なくとも１０％であり、最大３５％程度にまで達することができる。本発明の実
施形態の１つでは、これら効率の大きさは、熱効果及びキャビティ内損失を最小にし且つ
ポンプ光のビーム経路を最適化してレーザーの高エネルギーパルス又はＣＷ作動を可能に
しようとする独創的な設計のおかげで、これまで得られたものよりも高い。
【０１２８】
　さらに好ましい実施形態において、本発明に係るレーザー１は特に１６７５ｎｍから２
１００ｎｍまでの波長を有し、利得媒体２は１.６７から２.１μｍの範囲のレーザー光を
発生させるホルミウムドープ及び／又はツリウムドープの結晶レーザーロッドから成る。
レーザー光は、熱効果を克服するＴＥＭ００モードで発生せしめられうる。時間的なパル
ス幅の制御を用いて、均等な時間パルスパターンを得ることができる。ダイオードで側面
ポンプされるホルミウムドープ及び／又はツリウムドープの結晶質レーザー利得媒体２は
１.６７から２.１μｍの波長で放射できる。ポンピングは、例えば７６０から８１５ｎｍ
の範囲で放射するバー又はアレイとして構成されるＡｌＧａＡｓダイオードレーザー、又
は１６００から２０５０ｎｍの範囲で放射するＧａＳｂレーザーダイオードによって実施
されることができ、２０Ｗピークパワーで開始しうるパワーレベルでＣＷ（連続波）又は
ＱＣＷ（擬似連続波）作動モードで供給されうる。最適化された出力結合を用いると、光
－光効率は、少なくとも１０％であり、最大８５％程度にまで達することができる。
【０１２９】
　適切な光学利得材料２は下記の結晶を含む。
　Ｅｒ3+4Ｉ13/2⇒

4Ｉ15/2遷移において１.７３μｍで放射するＥｒ：ＬｉＹＦ4（Ｅｒ：
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ＹＬＦ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において２.８０μｍで放射するＥｒ：ＬｉＹＦ4

　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒
4Ｉ13/2遷移において２.７９μｍで放射するＥｒ：Ｙ3Ｓｃ2ＧａｓＯ1

2（Ｅｒ：ＹＳＧＧ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において２.８μｍで放射するＥｒ：Ｇｄ3Ｓｃ2ＧａｓＯ1

2（Ｅｒ：ＧＳＧＧ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において２.８２μｍで放射するＥｒ：Ｇｄ3ＧａｓＯ12（
Ｅｒ：ＧＧＧ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において２.６９μｍで放射するＥｒ，Ｔｍ：Ｙ3Ａｌ5Ｏ1

2（ＴＥ：ＹＡＧ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において２.８１μｍで放射するＥｒ：ＫＹＦ4

　Ｈｏ3+5Ｉ6
5Ｉ7遷移において２.８４μｍで放射するＨｏ，Ｙｂ：ＫＹＦ4

　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒
4Ｉ13/2遷移において２.９４μｍで放射するＥｒ：Ｙ3Ａｌ5Ｏ12（Ｅ

ｒ：ＹＡＧ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において２.７１μｍで放射するＥｒ：Ｙ3ＡｌＯ3（Ｅｒ
：ＹＡＬＯ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において２.８μｍで放射するＥｒ：ＫＧｄ（ＷＯ4s（Ｅ
ｒ：ＫＧＷ）
　Ｅｒ：ＫＹ（ＷＯ4s（Ｅｒ：ＫＹＷ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において放射するＥｒ：Ａｌ3Ｏ3

　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒
4Ｉ13/2遷移において２.７μｍで放射するＥｒ：Ｌｕ3Ｏ3

　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒
4Ｉ13/2遷移において２.７５～２.８５μｍで放射するＥｒ：ＣａＦ2

　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒
4Ｉ13/2遷移において２.７μｍで放射するＣｒ，Ｔｍ，Ｅｒ：Ｙ3Ａｌ

5Ｏ12（ＣＴＥ：ＹＡＧ）
　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒

4Ｉ13/2遷移において２.８μｍで放射するＥｒ：ＢａＬｕ2Ｆ8

　Ｅｒ3+4Ｉ11/2⇒
4Ｉ13/2遷移において２.７μｍで放射するＥｒ：ＢａＹ2Ｆ8（Ｅｒ：

ＢＹＦ）及び
　２～３μｍで放射するＣｒ：ＺｎＳｅ
　２０８０ｎｍ、２０９７ｎｍ及び２１３０ｎｍで放射するＣＴＨ：ＹＡＧ又はＣｒ：Ｔ
ｍ：Ｈｏ：ＹＡＧ
　２０９７ｎｍで放射するＨｏ：ＹＡＧ
　１８５０から２０７５ｎｍで放射するＨｏ：ＹＬＦ
　２０９１から２０９７ｎｍで放射するＨｏ：Ｔｍ：ＹＡＧ
　２０１３ｎｍで放射するＴｍ：ＹＡＧ
　２０１７ｎｍで放射するＴｍ：Ｃｒ：ＹＡＧ
　１６７５から２０５０ｎｍで放射するＴｍ：ＹＬＦ
　１９６５から２０２０ｎｍで放射するＴｍ：ＹＡＰ
　２０２０ｎｍで放射するＴｍ：Ｌｕ：ＹＡＧ
【０１３０】
　側面ポンプエルビウムレーザー及びＴｍ，Ｈｏ，Ｙｂ：ＫＹＦ4レーザーの別の実施形
態において、パルスで作動されるとき、パルスフォーマットが時間及び強度において非常
に反復的である。この性能は例えば正確且つ予測可能な切断を容易にして切断効率を改良
できる。この特徴は、歯科及び医療の用途において、組織の熱変性を小さくすることと両
立して、より早い治癒を可能にする。
【０１３１】
　本発明は、エルビウムドープ、ホルミウムドープ又はツリウムドープの低利得レーザー
活性材料に限定されず、Ｎｄ：ＹＶＯ4、Ｎｄ：ＹＡＧ、Ｅｒ：Ｇｌａｓｓ及びその他多
くの材料などの高利得レーザー活性材料も使用できる。高利得レーザー活性材料を使用す
る場合、本発明の利点は、衝撃によって生じる調整外れ、振動及び熱効果によって時間の
経過に伴って生じる調整外れに対して非常に強いことである。
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【０１３２】
　生物組織と水との間の効率の良い相互作用のおかげで、本発明に係るレーザーは、例え
ば、組織手術、組織切断、組織切除、歯科手術、整形外科手術、骨切断及び軟組織表面処
理の分野の手術器具として有用である。
【０１３３】
　図２３は、手持ち装置２０が卓上ユニットに取付け可能な、本発明に係る治療装置を示
す。手持ち装置２０は、本発明に係る固体レーザー１を備え、固体レーザー１はレーザー
ビーム２１を放射する。レーザービームは光路２２に沿って標的面２３へ向けられる。光
路２２は、固体レーザー１、例えば拡散レンズとして実現されるレーザー出力カプラ、ビ
ーム形成・偏向ユニット２４を含む。ビーム形成・偏向ユニットは、２つの部分すなわち
ビーム形成部分及びビーム偏向部分に分離されうる。光路２２はコンタクト窓２５で終了
する。コンタクト窓において、形成されたレーザービーム２６は手持ち装置２０から出て
標的面２３へ侵入する。コンタクト窓は、特定の波長を持つレーザービームがエネルギー
損失又はビームの強度分散を生じることなくコンタクト窓を通過できるように非常に透明
な窓でシールされることが好ましい。コンタクト窓２５はさらに標的面２３上に固有領域
を画成し、この領域において、形成されたレーザービーム２６は標的面２３に侵入でき、
このため、標的面上に治療領域が画成される。この治療装置２０は、医療用に使用される
ことができ、従って生組織に接触する可能性があるので、治療ごとにコンタクト窓の浄化
及び／又は滅菌が必要である。従って、コンタクト窓２５のカバー２７は、強い洗浄剤に
耐えなければならず、さらに手持ち装置２０から取外し可能で別個に浄化され、又は廃棄
されて治療ごとに新しいカバー２７が取り付けられうる。カバー２７をスナップ状装置（
snap-on like device）にすることによって、使用者がカバー２７に触れる必要なくカバ
ーを取り付け且つ取外しできるようになり、このため、高い無菌性が提供されうる。
【０１３４】
　ビーム形成・偏向ユニット２４は、出力開口２５内にレーザービームを形成し且つ標的
面２３上の標的領域内にレーザービームを集束させるべく、固体レーザー２１によって放
射されたコヒーレントなレーザービーム２１を広げる。従って、光路２２内に選択的に可
動なミラー２８が配置されて、レーザービームの偏向が可能となる。ビーム形成・偏向ユ
ニットの好ましい実施形態例は国際公開第２００９／１５０２１０号において開示される
。
【０１３５】
　固体レーザー１の作動時に、廃熱が発生する。廃熱を固体レーザー１から取り除いて、
レーザーの作動性を維持しなければならない。従って、冷却ユニット２９が固体レーザー
１に配置される。冷却ユニット２９はキャビティ３０を備え、この中で冷却液が循環する
。冷却ユニット２９は、冷却液輸送管３１を介して卓上ユニットの冷却液循環システムに
接続される。従って、固体レーザー１から大量の熱エネルギーを取り除いて、高デューテ
ィサイクルの長い作動時間でも、レーザーを安全な作動パラメータ内に維持できる。
【０１３６】
　固体レーザー１及びビーム形成・偏向ユニット２４を制御するために、制御ユニット３
２が手持ち装置２０内に配置される。制御ユニット３２は、例えばタンタルコンデンサ又
はニオブコンデンサとして実現される少なくとも１つの高電流容量バッファ３３を備える
。制御ユニット３２及び高電流容量バッファ３３は給電線３４を介してそれぞれ卓上ユニ
ットの電源と接続される。電源は、電流容量バッファ３３を充電するための電気エネルギ
ーを与える。
【０１３７】
　制御ユニット３２は、手持ち装置２０の使用者が固体レーザーの基本作動例えばレーザ
ービームの放射を制御できるようにする操作制御スイッチユニット３５と接続されうる。
【０１３８】
　従来技術のレーザー式治療システムの主要な不利点の１つは、レーザーの保守が非常に
困難な仕事であることである。通常、サービス技術者が現場に赴かなければならない。な
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ぜなら、これまでのレーザーシステムは、構成されて使用状態になると、発送によってレ
ーザーシステムが深刻な損傷を受ける可能性があるため、保守センターへ発送できるよう
に作られていない。本発明に係る固体レーザーは頑丈なので、レーザーは特に慎重な取り
扱いを必要とせず、従って、レーザーを損傷する危険無しに交換特に保守センターへの出
荷を容易に行える。従って、治療装置の有利な実施形態は、手持ち装置２０が取外し可能
なコネクタ３６を備えることである。取外し可能なコネクタを用いて、手持ち装置２０を
、可撓ホース３７を介して卓上ユニットに接続できる。コネクタ３６は、スクリュー式又
は差込みピン式のコネクタ手段とすることができ、明確に言うと、手持ち装置２０内の管
ライン３１及び供給ライン３４を可撓ホース３７内のそれぞれの管及びラインに接続する
ように配置され且つ整列されたコネクタ手段３８を有する。この実施形態の別の利点は、
特定の波長で放射する固体レーザー１を持つ個々の手持ち装置を卓上ユニットに接続でき
ることである。従って、複数の治療装置を必要とすることなく、単に再使用することによ
って、あるいは作動電力及び作動媒体を提供する卓上ユニットを個別の設計の手持ち装置
から選択されたものに接続することによって、特に選択された波長を用いて治療を行える
。
【０１３９】
　図２４は、治療装置特にスタンドアロン型手持ち装置３９の別の実施形態を開示する。
基本的機能要素は図２３について説明したのと同様であり、特に本発明に係る固体レーザ
ー１が組み込まれる。装置３９はスタンドアロン型なので、固体レーザー１の冷却は液冷
システムによって実施されず、完全に手持ち装置３９内で行われなければならない。従っ
て、冷却ユニット２９は固体冷却ユニットとして実現される。冷却ユニットは、例えば自
由空気冷却手段を備えることができる。例えばエネルギー供給、レーザーユニット１の繰
返し率、ひいては固体レーザーによって発生する熱量を理由として、可搬式手持ち装置３
９を使って行える治療の数は限定されるので、自由空気冷却は、固体レーザーを正常な作
動パラメータ内に維持するのに十分でありうる。１つの実施形態によれば、冷却ユニット
２９は、レーザーの作動温度範囲内で可逆的な位相状態変化を有する物質４０を備えるこ
とができる。既知のように、物質の位相状態変化は、１つの位相状態内における加熱より
もずっと大きい熱エネルギーを必要とする。例えば、パラフィンは、通常約４２°で位相
状態変化を生じ、固体レーザー１の過剰な熱を引き取るのに適する。作動の休止中に、加
熱されたパラフィンは、蓄積した熱を環境へ放射して、液体から固体へ位相状態変化を行
い、それによって次の使用に備える。
【０１４０】
　レーザー及び制御ユニット３２を作動するためのエネルギーは、電気エネルギー蓄積手
段４１によって与えられる。電気エネルギー蓄積手段は、例えば、リチウムイオン二次電
池又はリチウムポリマー二次電池として実現される。ある程度の回数の治療が実施された
後、手持ち装置３９は接続ポート４２を介して電源システムに接続されて次の作動サイク
ルのために電気蓄積手段４１を充電する。
【０１４１】
　行われる治療の要件に合わせてスタンドアロン型手持ち装置３９を構成するために、手
持ち装置は、さらに、好ましくはディスプレイ及び入力装置を持つユーザーインターフェ
イス４３を備える。ユーザーインターフェイス４３は、制御ユニットに接続されて、手持
ち装置３９を外部制御ユニットに接続する必要なく、レーザー作動パラメータの個々の構
成を可能とする。
【０１４２】
　図２５は、ハウジング４４内に配置された本発明に係る固体レーザー１を備える治療装
置を示す。固体レーザー１は、レーザービーム２１を放射し、レーザービーム２１は、光
結合装置４６によって導光素子４５内へ向けられる。光結合装置４６は、非結像光学素子
又は結像光学素子、ファイバー多重化装置又はテーパー状ファイバーの効果に基づくこと
ができる。導光素子４５は、例えば、単一のファイバー素子又は複数のファイバー素子で
あり、光結合装置４６の目的はファイバー直径の約６０％の直径のレーザービーム２１を
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導光素子４５内へ向けることである。単一のファイバー素子の場合、導光素子は約１５０
～５５０μｍの直径を有し、複数のファイバー導光素子４５の場合、７５～２００μｍの
倍数の直径を有する。
【０１４３】
　ハウジング４４は、さらに、加圧ガスを発生させる装置及び／又は加圧液を発生させる
装置を備えることができる。周囲に対して、加圧ガスは正又は負の圧力を持つことができ
、正圧を持つ気体は、標的領域において切除された物質を吹き飛ばすために使用されるこ
とができ、相対負圧を持つ加圧ガスは、標的領域に存在する液体を含む切除された物質を
標的領域から吸い出すために使用されうる。図２５には、負の加圧ガスを発生させる装置
４７が示されている。この装置は、廃棄コンパートメント４８へのガイドを含み、このた
め、レーザーが標的面に侵入する標的領域から切除物質が吸い出されて安全な除去のため
に廃棄容器４８に収集されることを可能とする。
【０１４４】
　少なくとも導光素子４５は可撓ホース４９を介して手持ち装置５０に接続される。可撓
ホースとしてファイバー強化可撓管が考えられ、この中に少なくとも導光素子４５が配置
される。単純化のために、内部に様々なラインが配置された可撓ホースは、図２５では１
本の線として描かれる。可撓ホースの目的は、内部に配置されたラインを保護して、ハウ
ジング４４から離れて配置された手持ち装置を自由に移動できるようにすることである。
別の実施形態において、可撓ホースは光学導光素子自体で構成されうる。この場合、導光
素子は、可撓性を有する保護カバーを備える。これによって、可撓ホースは非常に小さな
直径及び高度の可撓性を備える。手持ち装置５０は、例えば、歯科穿孔装置と同様の固形
ハンドピースである。手持ち装置５０内部には、導光素子４５と、図２５の例のように加
圧液及び／又は加圧ガスを供給するダクト５１とが手持ち装置５０の作用端５２に配置さ
れる。作用端５２には、出口ポート５３が配置され、出口ポートは導光素子４５に接続さ
れ、別の出口ポートはダクト５１に接続され、図示される実施形態において、ダクトに接
続された出口ポートは、導光素子４５に接続された出口ポートの周りに配置されて、切除
された物質を作用領域（ここからレーザービームは標的面に侵入する）の周りから吸い取
る作用先端を与える。
【０１４５】
　滅菌のために、作用キャップ５４を作用先端５２の上に設置して、出口ポートを延長し
て、作用先端特に導光素子４５の端部が標的面又は切除された物質と触れないようにでき
る。これは、１人の患者から別の患者への生物物質の伝達を回避しなければならない臨床
において、非常に重要である。保護キャップ５４は、使い捨てであり又は再利用可能であ
るが、徹底的に浄化可能であり、このため、手持ち装置５０を無菌に維持するための浄化
の手間が低減される。
【０１４６】
　手持ち装置５０は、さらに、可撓ホースを介してハウジング４４内の制御ユニット５６
に接続された操作スイッチ５５を備えることができる。操作スイッチ５５を、例えば、固
体レーザー１と、加圧液及び／又は加圧ガスを発生させる装置との作動を制御する単純な
ＯＮ／ＯＦＦスイッチとすることができる。治療を行うために使用者が様々な装置の作動
をどのように制御するかについて、より高度な可能性を与える他の制御スイッチも可能で
ある。
【０１４７】
　本発明の実施形態によれば、手持ち装置５０は、固体レーザー１から取外し可能である
。従って、手持ち装置５０及び／又はハウジング４４は、手持ち装置５０を可撓ホース４
９から分離し又は可撓ホース４９をハウジング４４から分離できるようにするコネクタ手
段５７を備えることができる。コネクタ手段５７が１つだけ可撓ホースに取り付けられて
、一体型手持ち装置及び可撓ホースをハウジングから取り外す別の実施形態も可能である
。治療装置の１つの作用分野は臨床なので、生物物質に触れた各要素を徹底的に浄化及び
滅菌しなければならない。導光素子４５が非常に精巧で非常に高価な材料（サファイヤな
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ど）の場合、保護キャップ５４を使用することは、手持ち装置５０及び可撓ホース内のダ
クトを浄化する必要を減らすので、非常に適切である。さらに、手持ち装置５０を使い捨
て装置とすることができ、可撓ホースから分離して、廃棄して、次の使用のために新しい
手持ち装置と交換することができる。他方、導光素子４５を、導光素子として非常に安価
な材料であるＳｉＯ2製にすることができる。これは、可撓ホース４９と一緒に手持ち装
置５０を廃棄して、治療ごとに新しい要素を使用するのに適した解決法である。可撓ホー
ス４９から手持ち装置５０を、又はハウジング４４から可撓ホースを個別に分離すること
は、個別に滅菌手順を実施する可能性を与え、例えば、手持ち装置をオートクレーブ装置
において滅菌し、可撓ホースを消毒液に浸漬することができる。
【０１４８】
　コネクタ手段５７は、液密及び／又は気密の接続が確立されるように、ダクト及び導光
素子を適切に整列する個別の接続部品を備える。さらに、レーザービームが可撓ホース４
９から手持ち装置５０へ渡されるときに接続損失がない。同じことが、可撓ホースとハウ
ジング４４のコネクタ手段にも当てはまる。
【０１４９】
　図２６ａは、作用先端の単純化された図である。ダクトは加圧液を先端に供給し、加圧
液は、相対負圧の加圧ガスを供給するダクトによって切除された物質と一緒に吸い取られ
る。図示される実施形態において、導光素子４５は、複数の単一導光ファイバー６１から
成る複数のファイバー導光素子として実現される。ダクト５８は加圧液を作用先端５９へ
送り、別のダクト６０は相対負圧を持つ加圧ガスを供給して、その出口開口は同じく作用
先端５９にある。導光素子４５の単一ファイバー６１は、加圧ガスを供給するダクトの周
りに配置される。加圧液を供給するダクト５８はファイバーを取り囲む。従って、加圧液
は、加圧ガスを供給するダクトの外周と加圧液を供給するダクトの外周との間を搬送され
て、単一導光ファイバー６１を取り囲む。レーザーが作動されるとき、単一ファイバーの
各々は標的面へレーザービームを放射する。ダクト５８によって供給された液体も、標的
領域へ向けられて、切除された物質を洗い流す。切除された物質を標的領域から取り除く
ために、供給された液体は、切除された物質と一緒に、相対負圧の加圧ガスを供給するダ
クト６０内へ吸い込まれるので標的領域をきれいに維持し、レーザービームの散乱又は過
剰な熱の挿入による潜在的な組織損傷を回避する。
【０１５０】
　図２６ｂは作用先端５９の別の実施形態の前面図である。単一ファイバー導光素子４５
が作用先端５９の中央に配置されて加圧液用の出口ポート６２及び相対負圧の加圧ガス用
の出口ポート６３によって取り囲まれる。これは、図２６ａの実施形態と同様の機能を持
ち、液体は、標的領域を浄化するために使用されて、切除された物質と一緒に負の加圧ガ
スによってダクト６３に吸い取られる。
【０１５１】
　図２６ｃは作用先端５９の別の実施形態の前面図であり、導光素子の数個のファイバー
端部６１がダクトの周りに配置される。ダクトの１つは加圧液を供給するダクト６２であ
り、１つは負圧の加圧ガスを供給するダクト６２である。さらに、先端に照明手段６４を
配置することができ、発光素子は発光ダイオードとして実現されうる。また、好ましくは
、照明手段６４は、別個の導光素子として実現され、又はレーザービームを供給する導光
素子の１本のファイバーである。さらに、別の導光素子又はレーザービームを供給する導
光素子の１本のファイバーを画像収集手段６５として使用し、ハウジング内の画像分析手
段及び画像処理手段へ画像を送って、標的領域を肉眼だけで監視することでは不可能な標
的領域の鮮明な映像を操作者へ提供できる。
【０１５２】
　作用先端５９はさらに音響変換器を備え、音響変換器の作用先端又は無線周波数送信機
の電極は、両方ともそれぞれ、標的領域において物質を切除するためのさらなる用途の可
能性を与える。
【０１５３】
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　図２６ｄは、作用先端５９の側面図であり、導光素子４５は、作用先端の上面から突出
する。導光素子は、さらに、傾斜部６６のような成形端部を有する。傾斜面が誘電層又は
層配列で被覆され又は内部全反射に基づいて作動するので、導光素子４５によって搬送さ
れたレーザービームは、導光素子の平行軸線とは異なる角度において、例えば平行軸線に
対して直角に素子から離れることができる。この実施形態は、作用方向とは異なる物質の
切除を可能にし、特に作用先端の作用方向の横の領域の物質を切除できる。
【０１５４】
　完全を期すために、別の好ましい実施形態を以下に示す。
　Ｉ）
　医療用レーザー装置であって、
　本出願において説明されるレーザーを備え、
　少なくとも１つの導光素子（例えば、光ファイバー、中空光ファイバー、関節式連結ミ
ラーアーム）内へのレーザー光の最適な結合を可能にする結合ユニットを備え、
　交換可能に且つできれば滅菌可能に又は使い捨て部品として設計された少なくとも１つ
の導光素子に結合され、
　導光素子を体内の病原性集塊（pathogenic clump）へ近づけて、高パルスエネルギー又
は高エネルギーパルスを用いて集塊内の水の爆発的蒸発により又は集塊のすぐ前又はその
周りの水又は水を含む組織の爆発性蒸発によって生じた衝撃波により集塊を破壊して、体
内の病原性集塊（胆石、動脈石灰化、腎結石、膀胱結石など）を治療する、医療用レーザ
ー装置。
　このレーザーを使用する利点は、パルスエネルギー、パルス持続時間及びパルス強度（
パルスエネルギー／単位時間）並びに繰返し率を広範囲に調節して、患者の治療に個別に
合わせることができることである。上記のレーザーのさらなる利点は、市販のフラッシュ
光ポンプレーザーシステム又は不完全に向けられた超音波エネルギーによって生じる熱破
壊が減少することである。
【０１５５】
　II）
　医療用レーザー装置であって、
　本出願において説明されるレーザーを備え、
　少なくとも１つの導光素子（例えば、光ファイバー、中空光ファイバー、関節式連結ミ
ラーアーム）内へのレーザー光の最適な結合を可能にする結合ユニットを備え、
　交換可能に且つできれば滅菌可能に又は使い捨て部品として設計された少なくとも１つ
の導光素子に結合され、
　導光素子（の少なくとも１つ）が手持ち装置に接続され、手持ち装置が交換可能且つで
きれば滅菌可能に又は使い捨て部品として設計され、
　手持ち装置が、できれば別の結合ユニットを備え、この結合ユニットが導光素子の少な
くとも１つの中へレーザー光を最適に結合し、その後治療対象の点へ又は導光素子内へ結
合し、導光素子が交換可能且つできれば滅菌可能に又は使い捨て部品として設計され、
　これら少なくとも１つの導光素子に加えて、できれば、装置から汲み出され且つ／又は
吸い込まれる流体及び／又は気体用の付随の管、及び／又は電気リード線（例えば切換接
点信号（switching contact signal）、指示信号等）、及び／又は治療されるべき点から
データを伝送し又は光（照明、レーザー光、ターゲットレーザー等）を治療されるべき点
へ伝達する光学ラインを備え、
　（動物又は人間の）眼の病気の治療、例えば緑内障及び白内障（付随する治療は、水晶
体超音波乳化吸引術（水晶体の破壊）及びその後の人工水晶体の挿入による白内障手術）
、通常緑内障を引き起こす眼圧の上昇（付随する治療は線維柱帯切開術又は虹彩切除術）
、「飛蚊症」又は硝子体の混濁による硝子体治療（付随する治療は硝子体切除術）のため
の医療用レーザー装置。また、このレーザーを用いて水晶体矯正を行えることも重要であ
る。
　このレーザーを使用する利点は、パルスエネルギー、パルス持続時間及びパルス強度（
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パルスエネルギー／単位時間）並びに繰返し率を広範囲に調節して、治療部位に個別に治
療を合わせることができることである。例えば、水晶体超音波乳化吸引術中に、レーザー
を用いれば、加えられる熱エネルギーが小さく且つより良く調節されるので、市販の超音
波破砕機又はフラッシュ光ポンプ固体レーザーよりもずっと穏やかに水晶体を破壊するこ
とができる。健康な組織付近ではない、すなわち破壊対象の水晶体の内部で水晶体組織を
破壊する限り、作業を高パルスエネルギー及び高繰返し率で実行できる。水晶体の縁の領
域すなわち健康な組織の付近に近づいたら、レーザーエネルギー及び繰返し率を下げて、
より精密に作業することができる。繰返し率を低くすることによって、組織における熱エ
ネルギーの蓄積、ひいては組織の破壊を防止する。超音波の場合と同様、水晶体は、レー
ザーにおいてキャビテーションバブルによって生じる衝撃波によって破壊される。組織を
取り除くために１本又は２、３本のファイバーしか使われないと、キャビテーションバブ
ルは、数本のファイバーが使用される場合よりも大きく且つ／又は長く続く。これは、健
康な組織内へ衝撃波を放散しすぎるというリスクがある。水晶体を完全に穏やかに取り除
くことが保証されなくなる。従って、除去物質用の吸引チャネル又は洗浄液チャネルの周
りに配置された数本のファイバーは、特定の状況において、特定の切断面を持つファイバ
ー端部を通過して適切な方向へ発する光が与えられるので、有利である。上記の可能性は
全て、硝子体を取り除く（硝子体切除）際にも非常に有利である。場合によって、硝子体
切除時に例えば網膜を直接損傷しないように、横方向に（例えば導光素子内での光に対し
て９０度）レーザー光を発すると有意義である。さらに、線維柱帯切開術において、眼内
に画成された正確な小さい開口を生成し、眼房水の流出を制御するように内部から適切な
チャネルを作ることができる。最後に、上記のレーザーは、非常に優れた調節の可能性を
持つので、中赤外レーザーに関しては今まで知られていない正確な水晶体の矯正を行うこ
とができ、エキシマーレーザー又はフェムト秒レーザーに比べて購入コスト及び保守コス
トが大幅に減少するという利点をもたらす。理想的には、医療用レーザー装置は、いくつ
かのハンドピースユニット又はハンドピースを備えたファイバーユニットを受け入れて、
眼の手術及び眼の矯正治療並びに眼に関連する手術及び眼に関連する矯正治療の広い範囲
又は全範囲でさえもカバーできる。
【０１５６】
　III ）
　医療用レーザー装置であって、
　本出願において説明されるレーザーを備え、
　少なくとも１つの導光素子（例えば、光ファイバー、中空光ファイバー、関節式連結ミ
ラーアーム）の中へのレーザー光の最適の結合を可能にする結合ユニットを備え、
　交換可能に且つできれば滅菌可能に又は使い捨て部品として設計された少なくとも１つ
の導光素子に結合され、
　導光素子（の少なくとも１つ）が手持ち装置に接続され、手持ち装置が交換可能且つで
きれば滅菌可能か又は使い捨て部品として設計され、
　手持ち装置が、できればさらに結合ユニットを備え、この結合ユニットが導光素子の少
なくとも１つの中へレーザー光を最適に結合し、その後治療対象の点へ又は導光素子の中
へ結合し、導光素子が交換可能且つできれば滅菌可能か又は使い捨て部品として設計され
、
　前記導光素子の少なくとも１つの他に、できれば、装置から汲み出され且つ／又は吸い
込まれる流体及び／又は気体用の付随の管、及び／又は電気リード線（例えば開閉接点信
号、指示信号）及び／又は治療点からデータを伝送する又は光（照明、レーザー光、ター
ゲットレーザー）を治療点へ伝達する光学ラインを備え、
　（動物又は人間の）脳又はその他の器官の病気を治療するため、精密に且つ確定された
方法で組織部分を取り除くための医療用レーザー装置。一例は、例えば癲癇を引き起こす
脳の中心部の治療である。これにより、疾患があると考えられる部位を的確に取り除くこ
とができる。別の可能性は、血管内又は血管への沈着物（例えば、動脈硬化）の除去であ
る。一例は、約５０歳以上の年齢層に非常に多く見られる頚動脈の石灰化である。沈着物
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は、通常、血管の被膜内ではあるが血液を運ぶ管の外部において見られる。この場合にも
、パルスエネルギー及び繰返し率の両方の点でレーザーを微細に調整しなければならない
。頭蓋及び血管の両方の手術において、周囲組織の熱破壊を小さくするために短いパルス
持続時間が必要であるが、衝撃波を生じないように短すぎてはならない。衝撃波は周囲組
織へ機械的エネルギーを放つことによって、組織を破壊する。最適なパルスは、約１～５
０ｕｓであり（１９８１年Ｊｅｓｅｐｈ　Ｔ．Ｗａｓｈ著「組織のパルスレーザー切除：
除去プロセス及び組織治癒の分析」、（この書類は本出願書に組み込まれる）も参照され
たい）、設定されたパルスエネルギー及び治療部位へ通じる光伝導素子の数によっても左
右される。
【０１５７】
　IV）
　医療用レーザー装置であって、
　本出願において説明されるレーザーを備え、
　少なくとも１つの導光素子（例えば、光ファイバー、中空光ファイバー、関節式連結ミ
ラーアーム）内へのレーザー光の最適な結合を可能にする結合ユニットを備え、
　交換可能に且つできれば滅菌可能に又は使い捨て部品として設計された少なくとも１つ
の導光素子に結合され、
　導光素子（の少なくとも１つ）が手持ち装置に接続され、手持ち装置が交換可能且つで
きれば滅菌可能に又は使い捨て部品として設計され、
　手持ち装置が、できれば別の結合ユニットを備え、この結合ユニットが導光素子の少な
くとも１つの中へレーザー光を最適に結合し、その後治療対象の点へ又は導光素子内へ結
合し、導光素子が交換可能且つできれば滅菌可能に又は使い捨て部品として設計され、
　これら少なくとも１つの導光素子に加えて、できれば、装置から汲み出され且つ／又は
吸い込まれる流体及び／又は気体用の付随の管、及び／又は電気リード線（例えば切換接
触信号、指示信号）、及び／又は治療点からデータを伝送し又は光（照明、レーザー光、
ターゲットレーザー）を治療点へ伝達する光学ラインを備え、
　（動物又は人間の）骨の病気の治療のための医療用レーザー装置。このレーザーを用い
た治療は、融合耳小骨（fused auditory ossicle）（相互分離又は組織増殖からの分離、
ステイプトプラスティック（stapetoplastic））並びに手の骨の手術及び頭蓋―顎顔面手
術に適する。この手術においては、正確さが欠ける方法による顔面神経への損傷を避けな
ければならない。本出願において説明されるレーザーのさらなる主要な利点は、骨組織に
おける熱破壊を、フラッシュ光ポンプレーザー又は機械的手術器具よりもかなり小さくで
きることである。従って、治癒プロセスが最適化され且つ何倍も早くなる。凝固及び／又
は炭化がほとんど生じないので、骨細胞はより容易に癒合でき、従って骨細胞は再び直接
結合でき、接合部を取り囲む増殖はかなり少なくなる。骨の治療のほかに、軟骨及び椎間
板組織の治療が、整形外科の一部を形成する。接合部の増殖が精密且つ画成された方法で
平滑化できるので、それによって、痛みを減少し且つ除去することさえもできる。用途の
別の分野は、骨折の場合に、スクリュー及びその他インプラント用の穴を穿孔するなど、
一時的又は永久的に接続要素を取り付けるための骨の準備である。すでに癒着した又は接
合が不正確な又は不適切な骨折の場合、骨折が最適に癒合できるように、破損点を正確に
準備できる。別の用途分野は巨細胞腫又はその他の良性腫瘍又は悪性腫瘍などの骨の癌細
胞の正確な除去である。
【０１５８】
　皮膚科学では、一方では、非常に短いパルスを使って非常に低い又は無視できる周囲組
織への熱入力で切除を引き起こし、他方では、もっと深い皮膚の層において、エネルギー
が孔又は切除区域の周りの組織にも熱を放つように、長いパルス及び高繰返し率によって
、生じる熱積層を通してコラーゲン収縮の熱活性化又は原線維成長の誘導を生じるような
態様において、レーザーパラメータが変動されうる。
【０１５９】
　上述の実施形態の場合、レーザー自体又は導光素子を、位置決め装置に取り付けること
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ができる。位置決め装置は、予めプログラムされた経路に亘ってＸ方向、Ｙ方向及び／又
はＺ方向において少なくとも１つの軸線に沿って自動的に、又は空間内を手動で移動せし
められる。さらに、標的を、手動で又は予めプログラムされた方法で、レーザーの下で、
最高で３つの次元軸の方向に移動できる。ビーム偏向器を、レーザー又は光伝導素子のす
ぐ後に取り付けることができる。偏向器は、レーザービームを手動で又は予めプログラム
された方法で少なくとも１つの軸線方向に偏向する。正確な操作は、オンラインＸ線モニ
ターなど操作支援によって又はＯＣＴ（光コヒーレンス断層撮影法）（これによって、治
療を行う医師は、オンラインでその時点でどの部分を切除しているかを正確に見ることが
できる）などの他のプロセスによって容易になる。組織における差（骨と神経細胞、血管
の石灰化例えば動脈硬化など）を認識でき、切除すべき又はすでに切除した物質の寸法の
程度を監視して留意することができる。
【０１６０】
　レーザーパラメータは、ドライバ又は「半導体レーザー」、すなわちレーザーダイオー
ドドライバを介して制御される。レーザーダイオードドライバは、連続波、擬似連続波（
パルス）、利得スイッチなど様々な作動モードを制御する。パルス繰返し率、パルスエネ
ルギー（「半導体レーザー」の電流による）、パルスの形（鋸歯、湾曲、矩形、台形など
）、立上り時間及び立下り時間を制御できる。通常、レーザー結晶における不必要な熱負
荷を防ぐために、短い立上り及び立下り時間の矩形パルスが選択される。レーザーダイオ
ードドライバとレーザーとの間の供給ラインが長ければ長いほど、表皮効果によるリード
インダクタンス及び／又は抵抗のために、立上り時間及び時には立下り時間が長くなり、
多くのエネルギーが使用されず、又はレーザー結晶に効率悪く送られる。レーザーダイオ
ードドライバがレーザーの近くに取り付けられることが特に有利である。レーザーダイオ
ードドライバの電流、繰返し率、パルス持続時間などの最も重要なパラメータは、ほぼ直
接、発生レーザーパルスに対応するので、使用者によって設定されうる。
【０１６１】
　導光素子としては、関節式連結ミラーアーム、中空ファイバー、光コンダクタ及びサフ
ァイア、ゲルマニウム酸化物、シリコン酸化物又はフッ化物を主原料とするその他の単一
又は複数のガラスファイバー、又は例えば現在開発中の透明アルミニウム、ジルコニウム
、マグネシウムなどを主原料とするセラミックスなど、現在開発されているセラミックス
ファイバーが考えられる。
【０１６２】
　導光素子、特に複数の導光素子の結合方法は、当業者に知られている。しかし、コスト
効率が良いことが不可欠である。空間的理由から、１つのベースステーションにおいて複
数の光伝導素子を結合することが合理的である。中赤外領域において光伝導素子は非常に
高価なので、結合は、手持ち装置に通じる１本だけのファイバーで手持ち装置において行
われる傾向があり、１本のファイバーは数個の光伝導素子に分割されて手持ち装置の先端
に達する。
【符号の説明】
【０１６３】
　１　　固体レーザー
　２　　レーザー利得媒体
　３　　共振器構造体
　４　　端面
　５　　ポンプ源
　６　　伝導冷却体
　７　　反射器
　８
　９
　１０
　１１
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　１２
　１３
　１４
　１５
　１６
　１７
　１８
　１９
　２０　　手持ち装置
　２１　　レーザービーム
　２２　　光路
　２３　　標的面
　２４　　ビーム形成・偏向ユニット
　２５　　コンタクト窓
　２６　　レーザービーム
　２７　　カバー
　２８　　ミラー
　２９　　冷却ユニット
　３０　　キャビティ
　３１　　管
　３２　　制御ユニット
　３３　　電流バッファ
　３４　　供給ライン
　３５　　制御スイッチユニット
　３６　　コネクタ
　３７　　可撓ホース
　３８　　コネクタ手段
　３９　　スタンドアロン型手持ち装置
　４０　　位相状態変化材料
　４１　　電気エネルギー蓄積手段
　４２　　接続ポート
　４３　　ユーザーインターフェイス
　４４　　ハウジング
　４５　　導光素子
　４６　　光結合装置
　４７　　加圧ガス発生装置
　４８　　廃棄コンパートメント
　４９　　可撓ホース
　５０　　手持ちユニット、手持ち装置
　５１　　ダクト
　５２　　作用端、作用先端
　５３　　出口ポート
　５４　　作用キャップ、保護キャップ
　５５　　操作スイッチ
　５６　　制御ユニット
　５７　　コネクタ手段
　５８　　ダクト
　５９　　作用先端
　６０　　ダクト
　６１　　ファイバー
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　６２　　加圧液用出口ポート
　６３　　加圧ガス用出口ポート
　６４　　照明手段
　６５　　画像収集手段
　６６　　傾斜面
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